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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は第４期より連結財務諸表を作成しております。 

第３期は、子会社が存在しなかったため、連結財務諸表を作成しておりません。 

３ 第４期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株引受権及び新株予約権の残高はありま

すが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できないため記載し

ておりません。 

４ 第４期の株価収益率については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしておりませんので、記載して

おりません。 

５ 第４期以降につきましては、証券取引法第193条の２の規定に基づき、新日本監査法人の監査を受けており

ます。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期

決算年月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月

売上高 (千円) ― 2,472,624 3,599,141 9,713,146 19,904,673

経常利益 (千円) ― 288,337 501,234 886,206 1,922,951

当期純利益 (千円) ― 142,571 246,916 430,128 1,141,572

純資産額 (千円) ― 611,146 1,805,183 6,042,271 11,677,784

総資産額 (千円) ― 1,619,288 3,660,897 11,528,156 24,221,852

１株当たり純資産額 (円) ― 130,031.12 196,215.54 101,202.10 156,967.23

１株当たり 
当期純利益金額

(円) ― 34,529.28 38,364.94 8,942.75 16,067.85

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額

(円) ― ― 37,737.54 8,715.87 16,039.72

自己資本比率 (％) ― 37.7 49.3 52.4 47.8

自己資本利益率 (％) ― 23.6 20.4 11.0 13.0

株価収益率 (倍) ― ― 76.0 29.9 14.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 82,899 827,424 170,325 △2,264,470

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 26,277 △1,095,712 △4,073,094 △4,842,801

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 152,984 1,284,641 5,989,248 9,763,142

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) ― 415,911 1,432,265 3,518,745 6,174,615

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
― 

(―)
33
(8)

41
(10)

41 
(1)

114
(7)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第３期の持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載しておりません。 

３ 第４期以前の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株引受権及び新株予約権の残高はあ

りますが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できないため記

載しておりません。 

４ 第４期以前の株価収益率については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、記載して

おりません。 

５ 第４期より連結財務諸表を作成しているため、第４期以降の持分法を適用した場合の投資利益及びキャッシ

ュ・フローに関する数値は記載しておりません。 

  

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期

決算年月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月

売上高 (千円) 2,348,875 2,376,073 3,507,728 4,730,711 619,000

経常利益 (千円) 290,202 269,629 461,214 375,991 276,860

当期純利益 (千円) 50,326 130,778 223,088 52,752 269,950

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 180,000 240,000 730,450 2,633,930 4,900,910

発行済株式総数 (株) 4,100 4,700 9,200 59,705 74,355

純資産額 (千円) 348,574 599,353 1,769,561 5,629,273 10,340,495

総資産額 (千円) 1,380,764 1,595,566 3,613,915 8,971,300 19,085,005

１株当たり純資産額 (円) 85,018.25 127,521.92 192,343.61 94,284.80 139,565.17

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額)

(円)
―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

 （─)

１株当たり 
当期純利益金額

(円) 12,274.75 31,673.10 34,662.55 1,096.77 3,799.60

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額

(円) ― ― 34,095.7 1,068.95 3,792.95

自己資本比率 (％) 25.2 37.6 49.0 62.7 54.0

自己資本利益率 (％) 15.6 27.6 18.8 1.4 3.4

株価収益率 (倍) ― ― 84.1 243.44 59.2

配当性向 (％) ― ― ― ― ─

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 325,288 ― ― ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △796,866 ― ― ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 394,020 ― ― ― ―

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) 153,750 ― ― ― ―

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
31 

(―)
25
(8)

36
(―)

7 
(―)

12
(1)



２ 【沿革】 

  

 
  

年月 事項

平成12年３月 開業サポートを主要事業とするフューチャークリエイト株式会社を設立(東京都新宿区)

平成13年３月 

 

 

内装工事業を営む株式会社アゴラデザイン(東京都新宿区)と合併 

株式会社アゴラデザインを存続会社とし、商号をフューチャークリエイト株式会社に変更 

内装工事業を継承

平成13年12月 ㈱ニッシンとの資本提携により、同社の子会社化(被持株比率51.2％)

平成14年２月 本社事務所を東京都豊島区に移転

平成14年３月 業務委託型店舗事業及び割賦事業を開始

平成14年10月 飲食店直営事業を開始

平成15年３月 

 

東京都豊島区に飲食業を中心とした不動産仲介を目的とし、株式会社ボクサール(連結子会社)を

設立

平成15年３月 ㈱ニッシンとの資本提携見直しにより、同社の子会社化解消(被持株比率17.1％)

平成16年３月 

 

愛知県名古屋市に名古屋営業所を開設 

店舗流通ネット株式会社に社名を変更

平成16年４月 本社事務所を東京都渋谷区に移転

平成16年11月 名古屋証券取引所セントレックスに株式を上場

平成16年12月 

 

東京都渋谷区に業務委託店舗拡大を目的とし、株式会社ワイズフードシステム(連結子会社)を設

立

平成17年４月 株式取得により東京都品川区の㈱フローバ(株式取得後に㈱エフエルシーに社名変更)を子会社化

平成17年５月 

 

株式取得により東京都豊島区の㈱ストアーオペレーション(株式取得後に㈱フーディーズに社名

変更)を子会社化

平成17年７月 ㈱ワイズフードシステムの保有株式売却により、同社を子会社から除外する

平成17年11月 

 

 

会社分割により、店舗流通ネット㈱(連結子会社)及び店舗サポートシステム㈱(連結子会社)を設

立 

純粋持株会社となり、ＴＲＮコーポレーションに社名を変更

平成18年２月 ㈱フーディーズの保有株式売却により、同社を子会社から除外する 

平成18年２月 ㈱エフエルシーの保有株式売却により、同社を子会社から除外する 

平成18年３月
東京都渋谷区にプライベート・エクイティ投資を目的として㈱ＴＯＫＹＯ Ｃａｐｉｔａｌ（連

結子会社）を設立

平成18年４月 ㈱ボクサールから㈱レアルジール（連結子会社）に商号変更

平成18年８月
東京都渋谷区に飲食店等に係るコンサルティングを目的として店舗プレミアム㈱（連結子会社）

を設立



３ 【事業の内容】 

当社の企業集団は、当社（ＴＲＮコーポレーション株式会社）、連結子会社８社（店舗流通ネット株式

会社、当社100％出資／店舗サポートシステム株式会社、当社100％出資／株式会社レアルジール、当社

100％出資／株式会社ＴＯＫＹＯ Ｃａｐｉｔａｌ、当社100％出資／店舗プレミアム株式会社、当社

100％出資／ＴＯＫＹＯ Ｃａｐｉｔａｌ１号投資事業有限責任組合、直接保有90.9％、間接保有9.1％／

ＴＣＶＰ１号投資事業組合、間接保有50％／ＴＣＶＰ２号投資事業組合、間接保有100％）、関連会社１

社（トライゴン有限会社、当社20％出資）により構成されており、飲食店経営及び飲食店の総合支援を主

要な事業としております。主力の業務委託型店舗でオーナーとして飲食店を多角的に経営しているほか、

開業サポート、サブレント、レンタル、商品販売、直営店舗運営、不動産運用、投資事業など飲食に関す

る総合サービスを主たる業務としております。 

当社グループの業務内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

なお、次の５部門は、「第５ 経理の状況 １.(1) 連結財務諸表 注記事項」に掲げる事業の種類別

セグメント情報の区分と同一であります。 

  

 
  

① 業務委託型店舗運営 

業務委託型店舗は、当社グループが飲食店の経営者として資金（カネ）を投下して店舗（モノ）を

確保すると同時に、業務委託で「人」の確保をすることで、事業主と共に発展・成長する新たなビジ

ネスモデルであるといえます。 

具体的には、事業主が飲食店を開業する際に、当社グループは、オーナーとなって事業主と共に事

業を立案企画し、事業主の自由裁量を最大に活かすべく業務を委託します。当社グループは、店舗を

賃借し、保証金から内装設備までトータルパッケージでフルサポートします。これによって同事業主

は、初期投資の負担がなく飲食店舗を開業することができます。そして、同店舗を開業した事業主

は、当社グループと業務委託契約を締結し、同店舗の受託料等を受取ることで、同店舗の運営を受託

します。事業主個人の自由裁量を最大限広げることで従来の直営店やフランチャイズ店より高い効率

の店舗運営を目指しております。 

  

 

  

(1) 店舗運営事業………… 当社グループは、『店舗に関する総合サービス企業』を目指し、店舗運営事

業を事業の核として、展開してまいりました。この事業は、主に連結子会社

である店舗流通ネット株式会社が行っております。店舗運営事業の内容は以

下のとおりです。



② サブレント 

当社グループが店舗を賃借し、賃貸人の承諾を得た上で、飲食店の事業主に店舗を再貸与いたしま

す。 

  

 
  

① 開業サポート 

当社グループは、飲食店を開業する事業主に代わって内装業者、厨房業者を選別するなど、発注か

らリース契約まで開業のフルサポートを行っております。事業主は、飲食店の開業に際して当社グル

ープの開業サポートを活用することで店舗の内装設備等を優位に導入することができます。 

  

 

  

(2) 店舗総合サービス事業…… 当社グループは設立以来、飲食店事業主が開業または多店舗展開する

際に必要となるあらゆるサービスを行っております。この事業は、主

に連結子会社である店舗サポートシステム株式会社が行っておりま

す。店舗総合サービス事業の内容は以下のとおりです。



② 自社割賦・レンタル 

自社割賦（レンタル）は、当社グループが店舗什器・内装・厨房機器・ポスレジ等を割賦（又はレ

ンタル）で飲食店の事業主に販売（レンタル）する当社グループ独自のシステムです。当社グループ

は、リースで対応することが困難な内装工事等の費用に対しても割賦（レンタル)システムを提供す

ることで飲食店事業主の投資負担を平準化させ、同事業主と共に発展・成長することを目的としてお

ります。 

  

 

  

③ 内装工事 

当社グループが直接、飲食店の店舗内装工事等を受注いたします。内装工事は、飲食店等の事業主

に対して時代にマッチした店舗デザインを提供することで、同事業主と共に発展・成長することを目

的としたビジネスです。 

  

 
  

① 店舗不動産投資 

事業運営等を原因に店舗不動産としてのポテンシャルが顕在化していない物件に投資した上で、当

社独自のノウハウを活かし高く安定したキャッシュフローを生み出すようソフト面・ハード面を共に

正常化させ、店舗不動産のバリューアップを図ります。その後、継続保有による投資回収、又は外部

への売却による迅速な投資回収等を行います。 

通常であれば、投資回収手段はキャップレートの低下・資金調達の情勢等の外部要因に依拠するこ

ととなりますが、店舗運営事業に立脚した当社グループにおいては「市況に応じた投資回収手段を自

由に選択できる」というオプションを用いて、案件の特性に応じた最大の収益を生むことが可能とな

ります。 

  

② 店舗不動産ファンド 

不動産投資事業において運用する店舗不動産を証券化し、当該ファンドへ出資することによって投

下資金の回収をより効率化させます。また、当該ファンドの運用を行うことによって、運用報酬を得

(3) 店舗不動産事業…………… 当社は、当社グループ設立以来の基本コンセプトである「ショップデ

ューデリジェンス」のノウハウを活かして店舗（主に飲食店舗）を主

要テナントとするビルを適切に評価・管理・運営する店舗不動産事業

を行っております。この事業は、主に連結子会社である株式会社レア

ルジールが行っております。店舗不動産事業の内容は以下のとおりで

す。



ることができます。 

店舗運営につき知り尽くした当社グループだからこそ、他社が敬遠しがちな店舗不動産の管理運営

についても取り組むことが可能となります。 

  

③ 店舗不動産ソリューション 

当社には店舗不動産所有者としての知識と経験、店舗運営事業者としての知識と経験、これらが全

て揃っています。これらを有機的に結合することで、問題を抱える他の店舗不動産所有者等に対し、

さまざまな可能性を検討した上で最適な解決策を提供することが可能となります。 

  

 
  

① 業態開発・発掘 

新たに開発した業態の販売や、全国に埋もれている繁盛業態をブラッシュアップし、ライセンス販

売を行います。 

  

② 運営本部機能 

新たに開発した業態やブラッシュアップ業態の中から特に完成度の高い業態に関して、自らが本部

となり店舗展開を行います。 

  

③ 店舗再生コンサルティング 

売上不振に悩む企業や業態転換を考えている企業に対して店舗コンセプト、メニューの見直し、店

舗改装、新業態開発等の提案を行います。 

  

 
  

① プライベート・エクイティファンド運営 

主に、当社グループとお取引のあるシーズからレイターのあらゆるステージの飲食関連企業に対

し、ファンド（投資事業組合）を通して、投資を行います。また、成熟企業へは、リストラクチャリ

ングのお手伝いとともに投資して行きます。 

  

② ベンチャーインキュベーション 

(4) 店舗コンサルティング事業… お客様のニーズの高かった「店舗コンサルティング事業」を、平成

18年８月に設立した連結子会社である店舗プレミアム株式会社に

て、開始いたしました。店舗コンサルティング事業の内容は以下の

とおりです。

(5)プライベート・エクイティ事業… 当社グループの仕組みを利用して出店を加速し、株式公開を視

野に業績を拡大されている企業やリストラクチャリングを行い

再生・再建をされている企業に対し、当社グループとして自己

資本へも関与することにより、お取引事業会社の飛躍・発展に

寄与しながら、グループ収益を増大させます。この事業は、主

に連結子会社である株式会社ＴＯＫＹＯＣａｐｉｔａｌが行っ

ております。プライベート・エクイティ事業の内容は以下のと

おりです。



投資先のベンチャー企業に対しては、財務活動に関わらず企業発展のための積極的なお手伝いをし

ています。このことによって、投資先の株式公開の可能性が高まるものと考えております。 

  

③ コンサルティング 

主に投資先に対して、財務コンサルティングをはじめとした、さまざまなコンサルティングを行っ

ております。財務コンサルティングには、株式公開へ向けたコンサルティング、リストラクチャリン

グコンサルティング等があります。 

  



  
  

以上に述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

  

〔当社を中心とする顧客等との事業の系統図〕 

  

 

  

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 特定子会社に該当しております。 

３ 店舗流通ネット株式会社及び株式会社レアルジールについては、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除

く。)の連結売上高に占める割合が10％を超えております。 

  

主要な経営指標 

(単位：千円) 

 
  

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の
所有割合 
(％)

関係内容

(連結子会社)

店舗流通ネット㈱ 
(注)２，３

東京都渋谷区 100 店舗運営事業 100
資金支援、 
業務受託がある 
役員の兼任４名

店舗サポートシステム㈱ 東京都渋谷区 10
店舗総合サービス
事業

100
資金支援、 
業務受託がある 
役員の兼任４名

㈱レアルジール 
(注)２，３

東京都渋谷区 10 店舗不動産事業 100
役員の兼任３名 
資金援助、業務受託がある

㈱ＴＯＫＹＯ Ｃａｐｉ

ｔａｌ
東京都渋谷区 50

プライベート・エ
クイティ事業

100
資金支援、 
業務受託がある 
役員の兼任３名

店舗プレミアム㈱ 東京都渋谷区 100
店舗コンサルティ
ング事業

100
資金支援、 
業務受託がある 
役員の兼任２名

ＴＯＫＹＯ Ｃａｐｉｔ
ａｌ １号投資事業有限
責任組合

東京都渋谷区 1,100
プライベート・エ
クイティ事業

100 ―

ＴＣＶＰ１号投資事業組
合

東京都渋谷区 106
プライベート・エ
クイティ事業

50 ―

ＴＣＶＰ２号投資事業組
合

東京都渋谷区 52
プライベート・エ
クイティ事業

100 ―

(持分法適用関連会社)

トライゴン㈲ 東京都渋谷区 10 店舗運営事業 20 業務委託契約

店舗流通ネット㈱ ㈱レアルジール

(1) 売上高 13,099,609 4,231,673

(2) 経常利益 676,268 655,843

(3) 当期純利益 347,825 381,939

(4) 純資産 3,032,426 426,481

(5) 総資産 11,398,072 6,956,504



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年２月28日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含むほか、常用パートを含んでおります。)であり、臨時雇用者数(パートタイマー、人材会社からの

派遣社員、嘱施契約の社員を含みます。)は( )内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

３ 前事業年度末に比べ従業員数が73名増加しておりますが、この増加は当連結会計年度より店舗不動産事業、

店舗コンサルティング事業、プライベート・エクイティ事業を開始したことによる採用増によるものであり

ます。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年２月28日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを

含んでおります。)であり、臨時雇用者数(パートタイマー、人材会社からの派遣社員、嘱施契約の社員を含

みます。)は、年間の平均人員を( )外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 前事業年度末に比べ従業員数が５名増加しておりますが、この増加は管理体制の強化を目的とした採用増に

よるものであります。 

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

店舗運営事業 19    ( 6) 

店舗総合サービス事業 16    (─)

店舗不動産事業 2    (─)

店舗コンサルティング事業 65 (544)

プライベート・エクイティ事業 ―    (─)

全社(共通) 12    ( 1)

合計 114    (551)

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

     12    （1） 32.8  1.1 4,968,273



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油・素材価格の高騰による不安定要因を抱えつつも、好調

な企業収益を背景とした設備投資の増加や個人消費により底堅く推移し、景気は緩やかながらも拡大基

調が続きました。当社グループが属する外食産業におきましては、顧客単価の下落基調は収まり、反転

傾向にあるものの、より多様化する顧客の嗜好への対応、中食市場の拡大等、競争は熾烈を極めており

ます。このような環境の中で、当社グループは「店舗を核とした総合サービス」を提供する過程におい

て、業務委託型店舗、開業サポートなど、飲食店の事業主と共に発展・成長するためのソリューション

を提案する一方、当連結会計年度より店舗不動産事業、プライベート・エクイティ事業、店舗コンサル

ティング事業を順次立ち上げてまいりました。この結果、当連結会計年度における業績は、売上高が

19,904百万円（対前年同期比104.9％増)、利益面では経常利益が1,922百万円（対前年同期比117.0％

増)、当期純利益は1,141百万円（対前年同期比165.4％増）となりました。 

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりです。 

 なお、従来、当社グループの事業区分は店舗運営事業、店舗総合サービス事業の２区分に分類してお

りましたが、新規事業の開始及び新規子会社の増加に伴い事業区分の見直しを行った結果、当連結会計

年度より、店舗不動産事業、店舗コンサルティング事業及びプライベート・エクイティ事業の３つの事

業区分を追加し、下記の５事業区分に変更しております。 

① 店舗運営事業 

店舗運営事業におきましては、独自の飲食店出店ノウハウが賃貸人様、飲食店経営者様にご支持い

ただき出店状況は順調に推移いたしました。 

 これが牽引する形で当連結会計年度の店舗運営事業の売上高は、12,826百万円（対前年同期比

79.7％増）となりました。同部門は飲食店の事業主と共に発展・成長するツールであることが浸透し

てきており、現在は収入の柱となっております。 

② 店舗総合サービス事業 

店舗総合サービス事業におきましては、前連結会計年度に比べ手数料収入と物品販売が減少した結

果、当連結会計年度の店舗総合サービス事業の売上高は、1,271百万円（対前年同期比50.7％減）と

なりました。 

③ 店舗不動産事業 

当連結会計年度より事業を開始いたしました店舗不動産事業におきましては、保有物件のバリュー

アップ及び開発、ならびに新規物件の取得に注力しました結果、当連結会計年度の店舗不動産事業の

売上高は、4,502百万円となりました。 

④ 店舗コンサルティング事業 

当連結会計年度より事業を開始いたしました店舗コンサルティング事業におきましては、新規業態

の開発や店舗再生コンサルティングに注力しました結果、当連結会計年度の店舗コンサルティング事

業の売上高は、1,238百万円となりました。 

⑤ プライベート・エクイティ事業 

当連結会計年度より事業を開始いたしましたプライベート・エクイティ事業におきましては、保有

有価証券の売却やアドバイザリー業務を行った結果、当連結会計年度のプライベート・エクイティ事

業の売上高は、65百万円となりました。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度の連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末

から2,655百万円増加し、当連結会計年度末には6,174百万円となりました。当連結会計年度における各

キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果減少した資金は、2,264百万円（前連結会計年度は、170百万円の獲得）となりまし

た。これは、業績好調により税金等調整前当期純利益が1,978百万円となる等の増加要因がありまし

たが、販売用不動産の増加によるたな卸資産の増加3,894百万円、預入金の増加1,234百万円、法人税

等の支払額1,250百万円などの減少要因があったことによるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果減少した資金は、4,842百万円（対前年同期比18.9％増）となりました。これは、

主に業務委託型店舗等の出店に伴う有形固定資産の取得による支出3,111百万円、業務委託型店舗資

産の取得による支出1,407百万円等によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果得られた資金は、9,763百万円（対前年同期比63.0％増）となりました。これは、

主として銀行借入による収入7,212百万円と第三者割当による新株発行により4,514百万円の調達があ

ったことによるものであります。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

  

(2) 受注状況 

売上高に占める受注販売割合の重要性が低くなったことにより記載を省略しております。 

  

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ セグメント間の取引は、相殺消去しております。 

２ 開業サポート取引の取扱高は、1,528,610千円であります。 

３ 当連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合については、

相手先別の販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10未満であるため記載を省略しております。 

４ 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

５ 当連結会計年度より、店舗総合支援事業から店舗総合サービス事業へセグメントの名称を変更しておりま

す。 

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

前年同期比(％)

店舗運営事業

  業務委託型店舗運営(千円) 12,500,826 178.5

  その他(千円) 325,926 244.5

小計 12,826,753 179.7

店舗総合サービス事業

  開業サポート(千円) 129,880 108.0

  手数料収入(千円)  151,680 12.4

  物品販売高(千円) 311,933 57.9

  割賦売上高(千円) 677,582 100.7

  その他(千円) ─ ─

小計 1,271,075 49.3

店舗不動産事業

  不動産収入(千円)  4,502,357 ─

店舗コンサルティング事業

  店舗売上(千円) 1,043,491 ─

  コンサルティング収入(千円) 193,759 ─

  その他(千円) 1,500 ─

小計 1,238,750 ─

プライベート・エクイティ事業

  投資収入(千円) 65,737 ─

合計 19,904,673 204.9



３ 【対処すべき課題】 

① 責任の明確化と意思決定の迅速化と管理体制の強化 

 当社グループの事業拡大および各事業部門の成長に伴い、これまでにも増して、各事業部門への権限の

委譲による意思決定のスピードアップおよびグループ全体の経営について統一的かつ戦略的な意思決定が

必要となってまいりました。このような視点のもと、当社が持株会社として、グループ全体の戦略の策

定、経営資源の配分、子会社の業務執行チェック機能を担います。 

 ② 財務基盤の強化 

 直接調達比率の向上・手法の多様化と、安定的な間接調達の基盤を維持し、一層の資金コストの削減を

行うと共に、金利変動による収益への影響を回避するＡＬＭ戦略の充実を図ってまいります。 

 ③ グループ戦略の見直しおよび強化 

 「店舗運営事業」「店舗総合サービス事業」をベースに、「店舗不動産事業」「プライベート・エクイ

ティ事業」「店舗コンサルティング事業」を付加することにより、相乗作用をもって、連結収益の拡大を

図ってまいります。また、出店から退店までのワンストップサービスの強みを活かし、企業再生を含むＭ

＆Ａを積極的に行いたいと考えております。また、当社グループとシナジー効果が高いと思われる不動

産、金融会社との提携を積極的に進めてまいります。 



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、連結会計年度末現在において、当社グループが判断したもの

であります。 

①店舗運営事業のリスクについて 

 店舗のデフォルトリスクについて当社グループは、これまで蓄積してきたビジネスノウハウを基に人物

（事業主の資質）及びスタッフの検証、物件の価値と流通性、投下資本効率、事業主の資産―等を独自の

審査基準で総合的に判断し、収益が上がるとみられる店舗を対象に業務委託型店舗等の形で資金を投下し

ております。 

 また、当社グループは、業務委託型店舗等で店舗の経営権を獲得している以上、各店舗のリスクを早め

に管理することが近々の課題であると考えております。具体的なリスク管理体制は以下のとおりです。 

 a) 開業に際しては、多面的なシミュレーションを行い、目標月間売上高を策定いたします。そして当

該店舗の月間売上が目標に達しない場合、速やかに当該店舗に出向き実態調査を行います。 

 b) 各店舗から日々届けられる業務日報の様式を改善し、従来は記載されていなかった、各店舗の人件

費および材料費を記載する欄を新設いたしました。これによって、各店舗の日々の損益をより詳細に把握

することが可能となっております。 

 c) １ヶ月に１回定期的に各店舗から月間報告書の提出を義務付けるとともに営業日毎に提出する、業

務日報に添付されているレジシートの信憑性を確認するなど、店舗売上が当社グループに全額入金されて

いるかどうかについてもチェックを行います。 

 d) 当社が経営する店舗を好調な店舗と不調な店舗とに分類し当該店舗が、何故、好調なのか、或い

は、何故、不調なのか、それぞれの要因分析を行います。この結果をフィードバックすることでリスクを

未然に防止する一助としております。 

 以上のとおり当社グループは、優良店舗に資金を投下する一方、独自のリスク管理体制を採用しており

ますが、デフォルト（債務不履行）のリスクは皆無ではありません。仮にデフォルトとなった場合、当社

グループの業績に影響を与える可能性があります。ただし、その場合でも当社グループは、店舗賃貸借契

約の名義人であり、店舗（内装・厨房・什器等）を所有しておりますので、業務委託契約を解除すること

が出来ます。そして当該契約解除後は、当社グループで、当該店舗を直営店とすることも可能ですし、当

社グループの顧客である多数の中小飲食店事業主（2,000社以上）を対象に、二次流通による転売、再委

託することも可能であります。 

②店舗総合サービス事業のリスクについて 

ⅰ) 開業サポートのリスクについて 

 当社グループは、飲食店を開業する事業主に代わって内装業者、厨房業者を選別するなど、設備等の発

注からリース契約までをフルサポートしております。ただし、一部のリース契約に引取保証が付いている

ため、商品を引取るリスクが顕在化しますし、引取保証が付いていなくてもリース会社から残債負担の要

請があることもあるので、デフォルトとなった場合、当社グループの業績に影響を与える可能性がありま

す。 

ⅱ) 割賦・レンタルのリスクについて 

 割賦・レンタルは、当社グループが店舗什器・内装・厨房機器・ポスレジ等を割賦（又はレンタル）で

飲食店の事業主に販売（レンタル）する独自のシステムです。 

 当社グループでは、独自の審査基準、保証人の設定、割賦手数料の徴収―等の対応策を採ることで、リ

スク回避に努めておりますが、デフォルト（債務不履行）のリスクは皆無ではありません。デフォルトと



なった場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

③店舗不動産事業のリスクについて 

 当社グループは主に飲食業を対象とした不動産取引及び賃貸事業を行っておりますが、当該事業は、地

価、賃料相場等に著しい変化が生じた場合には、業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

④店舗コンサルティング事業のリスクについて 

 当社グループは、直営店運営を行っておりますので、自然災害や異常気象などにより、米や野菜の収穫

に深刻な影響が出た場合、当社企業グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、輸入食材や容器等について、ＢＳＥや鳥インフルエンザ等の家畜の疫病の影響等による輸入制限

等や海外の政治、経済情勢の変化にともなう為替相場の大幅な変動等による仕入価格の高騰が発生した場

合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤プライベート・エクイティ事業のリスクについて 

 当社グループはプライベート・エクイティ事業を展開しております。当該業務による投資は、主として

日本の飲食業に対して行なわれます。業務規模の拡大により、該当する業種における市場環境の悪化、あ

るいは当社グループが期待する水準、時期もしくは方法で保有有価証券等を売却できない状況が、当社グ

ループの将来の財務諸表に重要な影響を与える可能性があります。 

⑥他社との競合リスクについて 

 当社グループは、飲食店の開業を支援する店舗流通のパイオニアとして中古店舗を中心に仕入を行い、

開業者とマッチングを行っております。このような「新しい店舗流通マーケット」を創造する過程で、業

務委託型店舗など飲食店の事業主と共に発展・成長するための各種ツールを提供しており、今後は新規に

参入してくる業者が増える可能性はあります。 

 その場合、当社グループとしては、これまでのノウハウを活かした質の高いサービスを提供することで

差別化を図る所存ですが、それが十分にできない場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があり

ます。 

⑦人材の確保に関わるリスクついて 

 当社グループは、飲食店業界を熟知したエキスパートが業務委託型店舗等の商品を提案することで、飲

食店の事業主と共に発展・成長することを基本としておりますが、その過程で数多くのノウハウを蓄積し

てきております。こうしたノウハウの蓄積が人材の流出と共に失われる場合、当社グループの事業展開が

制約される可能性があります。 

⑧訴訟に関わるリスクについて 

 当社グループは、平成18年８月31日現在３件の訴訟の提起を受けておりましたが、一件は平成18年10月

に和解、一件は平成18年11月に原告が訴訟取り下げ、残り一件も平成19年３月に和解しております。これ

らが損益に与えた影響は軽微であります。新たに平成19年１月に訴訟の提起を受けており、平成19年２月

28日現在、この一件が係争中であります。当該訴訟が、敗訴となった場合は、当社グループの業績に影響

を与える可能性があります。 

⑨ストック・オプション制度に関わるリスクについて 

 当社グループは、当社グループ事業への貢献に対するインセンティブを目的として新株予約権によるス

トック・オプション制度を導入しており、当社及び完全子会社の取締役、監査役、使用人に対して新株予

約権を付与しております。同新株予約権に関する潜在株式数は4,359株であり、これらの新株予約権が全

て行使されるといたしますと、発行済株式総数及び新株予約権による潜在株式数の合計78,714株の5.6％

に相当いたします。今後も株主総会の承認が得られる範囲において、このようなストック・オプションの

付与を継続する方針でありますが、これらのストック・オプションが行使された場合は、当社株式価値の

希薄化や株式売買の需給への影響をもたらし、当社株式の株価形成に影響を及ぼす可能性があります。 



⑩法的規制に関わるリスクついて 

ⅰ) 「宅地建物取引業法」等による規制について 

 当社連結子会社の株式会社レアルジールは、不動産関連業界に属し、当該業界における物件の不動産取

引については、「宅地建物取引業法」等の法的規制があります。同社は不動産流通業者としてこの法的規

制を受けており、「宅地建物取引業法」に基づく免許を受け、不動産取引業務等を行っております。その

ため、関連する法律の改廃や新たな法的規制の新設によっては当社グループの業績に影響を与える可能性

があります。 

 ⅱ) 「食品衛生法」による規制について 

 当社グループが直接経営する直営店舗における事業は、食品の企画・添加物・衛生管理・営業許可など

を定めた「食品衛生法」及び関連する法的規制を受けております。したがって、これらの法的規制等の改

廃、または新たな法律等の制定により、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。当社グル

ープの直営店舗において、過去食中毒が発生したことはありません。また、当社グループは直営店舗スタ

ッフに対して、安全衛生に関する十分な訓練を行い、安全 衛生管理レベルの向上に努めております。

このような当社グループの取り組みにもかかわらず、当社グループの直営店舗において、食中毒等の健康

被害が発生した場合、営業停止等の行政処分、被害者からの損害賠償請求、当社グループの信用力低下等

により、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

（店舗内装設備等売買契約） 

当社の連結子会社である店舗プレミアム株式会社は、大日本印章株式会社(本社：愛知県名古屋市中

区）および株式会社ペルソナ（本社：愛知県名古屋市中区）から飲食店舗16店舗を譲受け、直営店運営を

行っております。 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は連結会計年度末現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

  

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づい

て作成されております。 

当該連結財務諸表の作成に当たり、決算日における資産・負債の報告数値、並びに報告期間における

収入・費用の報告数値は、過去の実績や状況に応じ合理的と考えられる要因に基づき、見積り及び判断

を行っているものがあります。このため、実際の結果は見積り特有の不確実性があるため、これらの見

積りと異なる場合があります。 

当社グループは、特に次の重要な会計方針が、当社の連結財務諸表の作成において使用される当社グ

ループの重要な判断と見積りに大きな影響を及ぼすと考えております。 

  

① 繰延税金資産 

当社グループは、繰延税金資産の将来の回収可能性を十分に検討して、回収可能な額を計上してお

ります。繰延税金資産の回収可能性については、将来の課税所得、事業計画及び慎重かつ実現可能性

の高い継続的な税務計画を検討していますが、繰延税金資産純額の全部又は一部を将来実現できない

と判断した場合、当該判断を行った期間に繰延税金資産を取崩し、税金費用として計上する可能性が

あります。 

② 貸倒引当金 

当社グループは、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

また貸倒懸念債権等については、個別に回収可能性を検討し、回収見込額を計上しておりますが、顧

客の財政状態が悪化し、その支払能力が低下した場合には、追加の引当計上が必要となる可能性があ

ります。 

③ 保証損失引当金 

当社グループは、引取保証契約の引取保証義務の履行に係る損失に備えるため、引取保証履行の契

約に対して個別に検討し、履行する可能性の高いものについて保証損失引当金を計上していますが、

保証先の最終ユーザーの財政状態が悪化し、リース会社への支払が滞った場合、追加の引当計上が必

要になる可能性があります。 

  

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

① 売上高 

当連結会計年度の売上高は、19,904百万円（対前年同期比104.9％増）となりました。これを事業

の種類別セグメント別でみると次のようになります。 

店舗運営事業では12,826百万円（対前年同期比79.7％増）、店舗総合サービス事業では1,271百万

円（対前年同期比50.7％減）、店舗不動産事業では4,502百万円、店舗コンサルティング事業では

1,238百万円、プライベート・エクイティ事業では65百万円となりました。 

  

② 売上総利益 

当連結会計年度の売上総利益は、3,514百万円（対前年同期比18.1％増）となりました。売上高総

利益率は17.7％となり、前連結会計年度の30.6％に比し、12.9ポイント下落しました。 



  

③ 販売費及び一般管理費 

人件費では621百万円（対前年同期比39.2％減）、人件費以外の経費では806百万円（対前年同期比

23.6％減）となりました。全体では、1,427百万円（対前年同期比31.3％減）となりました。 

  

④ 営業利益 

売上高19,904百万円、営業費用17,817百万円となり、その結果営業利益は2,087百万円（対前年同

期比132.1％増）となりました。売上高営業利益率は10.5％となり、前連結会計年度の9.3％に比し、

1.2ポイント改善しました。 

  

⑤ 経常利益 

営業外収益は、86百万円（対前年同期比7.7％増）となりました。これは、主に割賦販売受取利息

29百万円及び解約負担金収入27百万円によるものです。また、営業外収益は、251百万円（対前年同

期比167.9％増）となりました。これは、主に支払利息122百万円及び融資手数料91百万円によるもの

であります。 

  

⑥ 税金等調整前当期純利益 

特別利益は、256百万円となりました。これは、主として貸倒引当金戻入益205百万円によるもので

あります。また、特別損失は201百万円となりました。これは、主として固定資産除却損124百万円及

び加盟金解約損60百万円によるものであります。この結果、税金等調整前当期純利益は1,978百万円

（対前年同期比167.0％増）となりました。 

  

⑦ 当期純利益 

当期純利益は、1,141百万円（対前年同期比165.4％増）となりました。これは、法人税、住民税及

び事業税の計上903百万円（対前年同期比64.8％増）及び繰延税金資産の計上に伴う法人税等調整額

66百万円の減額計上を行ったことによるものであります。 

  

(3) 当連結会計年度の財政状態の分析 

当連結会計年度の総資産は24,221百万円となり、前連結会計年度末と比べて12,693百万円増加しまし

た。 

① 流動資産 

流動資産は、15,547百万円となり、前連結会計年度末に比べ8,465百万円増加しました。これは、

主に第三者割当増資及び借入による資金調達により、現金及び預金が2,655百万円増加したこと及び

販売用不動産の取得等により3,894百万円増加したことによるものであります。 

  

② 固定資産 

固定資産は、8,674百万円となり、前連結会計年度末に比べ4,228百万円増加しました。これは、主

に業務委託型店舗の増加に伴い、業務委託型店舗資産が1,042百万円及び店舗固定資産が1,699百万

円、増加したことによるものであります。 

  

③ 流動負債 

流動負債は、7,180百万円となり、前連結会計年度末に比べ4,121百万円増加しました。これは、主



に借入金の増加に伴い短期借入金が3,460百万円増加したこと及び業務委託型店舗の増加に伴う業

務委託料の未払分が増加したこと等により未払金が723百万円増加したことによるものであります。 

  

④ 固定負債 

固定負債は、5,363百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,936百万円増加しました。これは、主

に借入金の増加に伴い長期借入金が2,475百万円増加したこと及び業務委託型店舗の増加に伴う預託

金の預り分が増加したことにより長期預り金が607百万円増加したことによるものであります。 

  

⑤ 純資産 

純資産は、11,677百万円となりました。これは、主に第三者割当増資等により資本金及び資本剰余

金が4,533百万円増加したこと及び業績好調により利益剰余金が1,141百万円増加したことによるもの

であります。この結果、自己資本比率は47.8％となりました。 

  

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

① キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度の連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度

末から2,655百万円増加し、当連結会計年度末には6,174百万円となりました。 

 営業活動の結果減少した資金は、2,264百万円（前連結会計年度は、170百万円の獲得）となりまし

た。これは、業績好調により税金等調整前当期純利益が1,978百万円となる等の増加要因がありまし

たが、販売用不動産の増加によるたな卸資産の増加3,894百万円、預入金の増加1,234百万円、法人税

等の支払額1,250百万円などの減少要因によるものであります。 

 投資活動の結果減少した資金は、4,842百万円（前連結会計年度比18.9％増）となりました。これ

は、主に業務委託型店舗等の出店に伴う有形固定資産の取得による支出3,111百万円、業務委託型店

舗資産の取得による支出1,407百万円等によるものであります。 

 財務活動の結果得られた資金は、9,763百万円（前連結会計年度比63.0％増）となりました。これ

は、主として銀行借入による収入7,212百万円と第三者割当による新株発行により4,514百万円の調達

があったことによるものであります。 

  

② 資金需要 

当社グループの資金需要の主なものは、当社の主力商品である業務委託型店舗の拡大のための投下

資金及び販売用不動産の取得であります。業務委託型店舗数の増加に伴う店舗資産の調達費用とし

て、造作代金及び敷金・保証金などがあります。 

  

③ 財務政策 

運転資金につきましては、自己資金で対応することを原則としておりますが、自己資金で賄えない

急な資金ニーズが発生した場合などには、必要に応じて借入金で調達しております。 

 業務委託型店舗の取得などの投融資資金及び設備資金につきましては、社債の発行、長期借入金に

より最適な調達を行っていく方針であり、調達時期、条件についても最も有利な手段を選択するべく

検討することとしております。 

  

(5) 戦略的観点からの現状と今後の見通し 

外食市場は横ばいながらも平成17年現在、24兆2,781億円であり、そのうち当社グループのターゲッ



トである飲食店・居酒屋等の市場は13兆円を越す膨大な市場です。（出所：財団法人外食産業総合調

査研究センター） 

 一方で飲食店の開廃業率は６～８％（年率）であり、年間で10万店を超える飲食店の出退店があると

いわれております。今後、構造改革に力を入れる飲食店の経営者が増えれば増えるほど、開廃業率が上

昇し、当社グループ主力商品である業務委託型店舗の受注案件増にドライブがかかり、大きな業容拡大

が予想されます。当社グループは『店舗に関する総合サービス企業』を目指しており、「店舗総合サー

ビス事業」と「店舗運営事業」で培ったノウハウを「店舗不動産事業」「店舗コンサルティング事業」

「プライベート・エクイティ事業」等へ活かしてまいります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度中に実施した設備投資（有形固定資産受入ベース数値）の総額は3,332,062千円であ

り、その主なものは業務委託型店舗における店舗内装等店舗固定資産への投資であります。 

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却はありませんが、店舗運営事業において、業務受託者と

の業務委託契約の解除等に伴い、店舗内装等店舗固定資産443,815千円を除売却しております。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、次のとおりであります。 

(1) 提出会社 

平成19年２月28日現在 

 
(注) １ 金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 休止中の設備はありません。 

３ 従業員数は、就業人員数を記載しており、従業員数欄の( )書きは外数で、臨時雇用者数の年間平均雇用人

員数であります。 

４ その他は、車両運搬具、工具器具備品であります。 

  

(2) 国内子会社 

平成19年２月28日現在 

 
(注) １ 金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 休止中の設備はありません。 

３ 従業員数は、就業人員数を記載しており、従業員数欄の( )書きは外数で、臨時雇用者数の年間平均雇用人

員数であります。 

４ 上記の他、主要な賃借設備として、次のものがあります。 

平成19年２月28日現在 

 
  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(人)

建物 その他 合計

本社 
(東京都渋谷区)

全社共通 事務所 29,754 33,811 63,566
12
( 1)

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種
類別 

セグメン
トの 
名称

設備の 
内容

帳簿価額(千円) 従業
員数 
(人)建物

店舗
固定資産

建設
仮勘定

その他 合計

店舗流通 
ネット㈱

本社 
(東京都 
 渋谷区)

店舗運営
事業

事務所 
店舗設備

337 3,218,043 396,760 234 3,615,375
19
( 6)

事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容 設備の種類
年間賃借料 
(千円)

業務委託型店舗 
(384店舗)

店舗運営事業 店舗躯体設備等 建物 1,670,991 



平成19年２月28日現在 

 
(注) １ 金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 休止中の設備はありません。 

３ 従業員数は、就業人員数を記載しており、従業員数欄の( )書きは外数で、臨時雇用者数の年間平均雇用人

員数であります。 

４ その他は、工具器具備品であります。 

平成19年２月28日現在 

 
(注) １ 金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 休止中の設備はありません。 

３ 従業員数は、就業人員数を記載しており、従業員数欄の( )書きは外数で、臨時雇用者数の年間平均雇用人

員数であります。 

４ その他は、車両運搬具、工具器具備品であります。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループ(当社及び連結子会社)の設備投資は、業務委託型店舗の店舗内装、差入保証金等であり、

平成20年２月末日までの計画を記載しております。 

平成19年２月28日現在における重要な新設計画は次のとおりです。 

  

(1) 重要な設備の新設 

  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な改修 

該当事項はありません。 

  

(3) 重要な除却等の計画 

該当事項はありません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

設備の
内容

帳簿価額(千円) 従業
員数 
(人)建物 その他 合計

店舗サポートシステム㈱
本社 
(東京都渋谷区)

店舗総合サービス
事業

レンタル
機器

― 29,328 29,328
13
(―)

名古屋支社 
(名古屋市 
 中村区)

店舗総合サービス
事業

事務所 5,717 3,956 9,673
3

(―)

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の
内容

帳簿価額(千円) 従業
員数 
(人)建物 建設仮勘定 その他 合計

店舗プレミアム㈱
本社 
(東京都 
 渋谷区)

店舗コンサルティ
ング事業

店舗内装
設備

262,358 13,591 31,106 307,056
65

( 544)

会社名 
事業所名

所在地
事業の種類別
セグメント 
の名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定 出店
店舗 
予定総額

(千円)
既支払額
(千円)

着手 完了

店舗流通
ネット㈱

東京都 
渋谷区

店舗運営事業
店舗内装、 
差入保証金 
等

6,000,000 1,245,450
自己資金
及び 
借入金

平成19年
３月

平成20年 
２月

150

店舗プレ
ミアム㈱

東京都 
渋谷区

店舗コンサル
ティング事業

店舗内装、 
差入保証金 
等

600,000 40,471
自己資金
及び 
借入金

平成19年 
３月

平成20年 
２月

15



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 「提出日現在発行数」欄には、平成19年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 184,000

計 184,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年２月28日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年５月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 74,355 74,405
名古屋証券取引所
(セントレックス)

―

計 74,355 74,405 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

第２回新株予約権(平成16年５月31日定時株主総会決議) 

  

 
(注) １ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式数を調整するものと

します。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる

株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数についてはこれを切り捨てるものとします。 
  
   調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 
  

上記の他、当社が合併又は会社分割もしくは資本の減少を行う場合、その他これらの場合に準じて付与株式

数を調整すべき事由が生じた場合は、合併又は会社分割の条件、もしくは資本の減少の程度等を勘案の上、

合理的な範囲で付与株式数を調整します。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、１株当たりの払込価額を次の算式により

調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げます。 
  

   
上記の他、当社が合併又は会社分割もしくは資本の減少を行う場合等、払込価額を調整すべき事由が生じた

場合は、合併又は会社分割の条件、もしくは資本減少の程度等を勘案の上、合理的な範囲で払込価額を調整

するものとします。 

３ 新株予約権の割当を受けた者(以下「新株予約権者」と言う)は、権利行使時においても当社又は当社の関係

会社の取締役、監査役もしくは使用人の地位にあることを要します。 

４ その他の権利行使の条件は平成16年５月31日開催の定時株主総会及び平成16年７月30日開催の取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者の間で締結した「新株予約権割当契約」に定められております。 

５ 新株予約権を第三者に譲渡、質入その他一切の処分をすることができないものとします。 

６ 平成16年12月８日開催の取締役会決議により、平成17年４月22日付をもって株式分割(１株を５株に分割)い

たしました。これに伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権

の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額の調整を行っております。 

  

区分
事業年度末現在

(平成19年２月28日)
提出日の前月末現在 
(平成19年４月30日)

新株予約権の数 28 個 18 個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数     (注)６ 140 株 90 株

新株予約権の行使時の払込金額      (注)６ １株につき 40,000円 １株につき 40,000円

新株予約権の行使期間
平成17年１月１日から
平成26年２月28日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額      (注)６

発行価格  40,000円
資本組入額 20,000円

発行価格  40,000円 
資本組入額 20,000円

新株予約権の行使の条件 (注)３、４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)５ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１

分割・併合の比率



第３回新株予約権(平成17年11月１日取締役会決議) 

  

 
(注) １ 第３回新株予約権は、新株予約権１個につき99,580円で有償発行しております。なお、発行価額はブラッ

ク・ショールズ・モデルによる算定結果を参考に決定しております。 

２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式数を調整するものと

します。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる

株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数についてはこれを切り捨てるものとします。 
  
   調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 
  

上記の他、当社が合併又は会社分割もしくは資本の減少を行う場合、その他これらの場合に準じて付与株式

数を調整すべき事由が生じた場合は、合併又は会社分割の条件、もしくは資本の減少の程度等を勘案の上、

合理的な範囲で付与株式数を調整します。 

３ 新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、１株当たりの払込価額を次の算式により

調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げます。 
  

   
上記の他、当社が合併又は会社分割もしくは資本の減少を行う場合、その他これらの場合に準じて付与株式

数を調整すべき事由が生じた場合は、合併又は会社分割の条件、もしくは資本の減少の程度等を勘案の上、

合理的な範囲で付与株式数を調整します。 

４ 新株予約権の割当を受けた者(以下「新株予約権者」と言う)は、権利行使時においても当社又は当社の関係

会社の取締役、監査役、顧問(コンサルタント)もしくは使用人の地位にあることを要します。 

５ その他の権利行使の条件は平成17年11月１日開催の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者の間で締結

した「新株予約権割当契約」に定められております。 

６ 新株予約権を第三者に譲渡する場合は当社取締役会の承認を要するものとします。 

  

区分
事業年度末現在

(平成19年２月28日)
提出日の前月末現在 
(平成19年４月30日)

新株予約権の数 140 個 140 個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数     (注)２ 1,400 株 1,400 株

新株予約権の行使時の払込金額      (注)３ １株につき 550,000円 １株につき 550,000円

新株予約権の行使期間
平成18年３月１日から
平成20年２月29日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 550,000円
資本組入額 275,000円

発行価格  550,000円 
資本組入額 275,000円

新株予約権の行使の条件 (注)４、５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)６ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１

分割・併合の比率



第５回新株予約権(平成17年12月28日取締役会決議) 

  

 
(注) １ 第５回新株予約権は、新株予約権１個につき10,873円で有償発行しております。なお、発行価額はブラッ

ク・ショールズ・モデルによる算定結果を参考に決定しております。 

２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式数を調整するものと

します。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる

株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数についてはこれを切り捨てるものとします。 
  
   調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 
  

上記の他、当社が合併又は会社分割もしくは資本の減少を行う場合、その他これらの場合に準じて付与株式

数を調整すべき事由が生じた場合は、合併又は会社分割の条件、もしくは資本の減少の程度等を勘案の上、

合理的な範囲で付与株式数を調整します。 

３ 新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、１株当たりの払込価額を次の算式により

調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げます。 
  

   
上記の他、当社が合併又は会社分割もしくは資本の減少を行う場合、その他これらの場合に準じて付与株式

数を調整すべき事由が生じた場合は、合併又は会社分割の条件、もしくは資本の減少の程度等を勘案の上、

合理的な範囲で付与株式数を調整します。 

４ 新株予約権の割当を受けた者(以下「新株予約権者」と言う)は、権利行使時においても当社又は当社の関係

会社の取締役、監査役、顧問もしくは使用人の地位にあることを要します。 

５ その他の権利行使の条件は平成17年10月14日の臨時株主総会の承認及び平成18年３月17日開催の取締役会決

議に基づき、当社と新株予約権者の間で締結した「新株予約権割当契約」に定められております。 

６ 新株予約権を第三者に譲渡、質入その他一切の処分をすることができないものとします。 

  

区分
事業年度末現在

(平成19年２月28日)
提出日の前月末現在 
(平成19年４月30日)

新株予約権の数 1,986 個 1,976 個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数     (注)２ 1,986 株 1,976 株

新株予約権の行使時の払込金額      (注)３ １株につき 312,480円 １株につき 312,480円

新株予約権の行使期間
平成18年６月１日から
平成20年４月11日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 312,480円
資本組入額 156,240円

発行価格  312,480円 
資本組入額 156,240円

新株予約権の行使の条件 (注)４、５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)６ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１

分割・併合の比率



第６回新株予約権(平成18年３月17日取締役会決議) 

  

 
(注) １ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式数を調整するものと

します。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる

株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数についてはこれを切り捨てるものとします。 
  
   調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 
  

上記の他、当社が合併又は会社分割もしくは資本の減少を行う場合、その他これらの場合に準じて付与株式

数を調整すべき事由が生じた場合は、合併又は会社分割の条件、もしくは資本の減少の程度等を勘案の上、

合理的な範囲で付与株式数を調整します。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、１株当たりの払込価額を次の算式により

調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げます。 
  

   
上記の他、当社が合併又は会社分割もしくは資本の減少を行う場合、その他これらの場合に準じて付与株式

数を調整すべき事由が生じた場合は、合併又は会社分割の条件、もしくは資本の減少の程度等を勘案の上、

合理的な範囲で付与株式数を調整します。 

３ 新株予約権の割当を受けた者(以下「新株予約権者」と言う)は、権利行使時においても当社又は当社の関係

会社の取締役、監査役、顧問もしくは使用人の地位にあることを要します。 

４ その他の権利行使の条件は平成17年10月14日の臨時株主総会の承認及び平成18年３月17日開催の取締役会決

議に基づき、当社と新株予約権者の間で締結した「新株予約権割当契約」に定められております。 

５ 新株予約権を第三者に譲渡、質入その他一切の処分をすることができないものとします。 

  

  

  

区分
事業年度末現在

(平成19年２月28日)
提出日の前月末現在 
(平成19年４月30日)

新株予約権の数 799 個 795 個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数   （注）１ 799 株 795 株

新株予約権の行使時の払込金     （注）２ １株につき 290,640円 １株につき 290,640円

新株予約権の行使期間
平成19年10月15日から
平成27年10月14日まで

平成19年10月15日から 
平成27年10月14日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 290,640円
資本組入額 145,320円

発行価格  290,640円 
資本組入額 145,320円

新株予約権の行使の条件 (注)３、４ (注)３、４

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)５ (注)５

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１

分割・併合の比率



第７回新株予約権(平成18年５月17日取締役会決議) 

 
(注) １ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式数を調整するものと

します。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる

株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数についてはこれを切り捨てるものとします。 
  
   調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 
  

上記の他、当社が合併又は会社分割もしくは資本の減少を行う場合、その他これらの場合に準じて付与株式

数を調整すべき事由が生じた場合は、合併又は会社分割の条件、もしくは資本の減少の程度等を勘案の上、

合理的な範囲で付与株式数を調整します。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、１株当たりの払込価額を次の算式により

調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げます。 
  

   
上記の他、当社が合併又は会社分割もしくは資本の減少を行う場合、その他これらの場合に準じて付与株式

数を調整すべき事由が生じた場合は、合併又は会社分割の条件、もしくは資本の減少の程度等を勘案の上、

合理的な範囲で付与株式数を調整します。 

３ 新株予約権の割当を受けた者(以下「新株予約権者」と言う)は、権利行使時においても当社又は当社の関係

会社の取締役、監査役、顧問もしくは使用人の地位にあることを要します。 

４ その他の権利行使の条件は平成17年10月14日の臨時株主総会の承認及び平成18年５月17日開催の取締役会決

議に基づき、当社と新株予約権者の間で締結した「新株予約権割当契約」に定められております。 

５ 新株予約権を第三者に譲渡、質入その他一切の処分をすることができないものとします。 

  

  

  

区分
事業年度末現在

(平成19年２月28日)
提出日の前月末現在 
(平成19年４月30日)

新株予約権の数 34 個 32 個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数    (注）１ 34 株 32 株

新株予約権の行使時の払込金     （注）２ １株につき 338,100円 １株につき 338,100円

新株予約権の行使期間
平成19年10月15日から
平成27年10月14日まで

平成19年10月15日から 
平成27年10月14日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 338,100円
資本組入額 169,050円

発行価格  338,100円 
資本組入額 169,050円

新株予約権の行使の条件 (注)３、４ (注)３、４

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)５ (注)５

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１

分割・併合の比率



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 第三者割当 

主な割当先 三井物産株式会社の１名であります。 

発行価格      200,000円 

資本組入額     100,000円 

２ 第三者割当 

主な割当先 信金キャピタル１号投資事業有限責任組合、東洋キャピタル投資事業有限責任組合、明治キャ

ピタル７号投資事業組合の３名であります。 

発行価格      200,000円 

資本組入額     100,000円 

３ 第三者割当 

主な割当先 HSBC INTERNATIONAL TRUSTEE(SINGPORE)LIMITEDの１名であります。 

発行価格      200,000円 

資本組入額     100,000円 

４ 第三者割当 

主な割当先 みずほ証券株式会社、オメガパシフィック１号投資事業組合の２名であります。 

発行価格      200,000円 

資本組入額     100,000円 

５ 新株引受権の権利行使による増加であります。 

６ 有償一般募集(ブックビルディング方式による募集) 

発行価格      582,400円 

資本組入額     246,500円 

払込金総額    757,120千円 

７ 株式分割(１：５)による増加であります。 

８ 第三者割当 

主な割当先 セブンシーズホールディングス株式会社、MAC Small Cap 投資事業組合、MAC Corporate 

Governance 投資事業組合の３名であります。 

発行価格      312,480円 

資本組入額     156,240円 

９ 新株予約権の権利行使による増加であります。 

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成16年１月31日 
(注１)

300 4,400 30,000 210,000 30,000 105,000

平成16年２月24日 
(注２)

300 4,700 30,000 240,000 30,000 135,000

平成16年３月14日 
(注３)

100 4,800 10,000 250,000 10,000 145,000

平成16年４月10日 
(注４)

100 4,900 10,000 260,000 10,000 155,000

平成16年10月８日 
(注５)

3,000 7,900 150,000 410,000 ― 155,000

平成16年11月19日 
(注６)

1,300 9,200 320,450 730,450 436,670 591,670

平成17年４月22日 
(注７)

36,800 46,000 ― ― ― ―

平成18年１月18日 
(注８)

12,000 58,000 1,874,880 2,605,330 1,874,880 2,466,550

平成17年３月１日～ 
平成18年２月28日 
(注９)

1,705 59,705 28,600 2,633,930 28,600 2,495,150

平成18年５月22日 
(注10)

14,500 74,205 2,265,480 4,899,410 2,265,480 4,760,630

平成18年３月１日～ 
平成19年２月28日 
(注11)

150 74,355 1,500 4,900,910 1,500 4,762,130



10 第三者割当 

主な割当先 ＭＡＣバイアウト・ファンド第１号投資事業有限責任組合、セブンシーズホールディングス 

株式会社の２名であります。 

発行価格      312,480円 

資本組入額     156,240円 

11 新株予約権の権利行使による増加であります。 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成19年２月28日現在 

 
(注) １ 自己株式535株は「個人その他」に含まれております。 

２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が301株含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年２月28日現在 

 
(注) １ 発行済株式総数に対する所有株式数の割合については、自己株式（535株）を控除して算出しております。 

   ２  前事業年度末現在、主要株主でなかった㈱ハークスレイは、当事業年度末では主要株主となっております。

   ３ 前事業年度末現在、主要株主であったＨＳＩ－ＶＬＯＨ投資事業組合及びセブンシーズホールディングス㈱

は当事業年度末現在、主要株主でなくなっております。 

  

区分

株式の状況

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 6 9 60 11 2 3,309 3,397 ―

所有株式数 
(株)

― 11,045 2,484 29,683 1,228 6 29,909 74,355 ―

所有株式数 
の割合(％)

― 14.9 3.3 39.9 1.7 0.0 40.2 100.0 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

㈱ハークスレイ 大阪市北区鶴野町３－１０ 23,773 32.20

ＨＳＩ－ＶＬＯＨ投資事業組合
新宿区西新宿６―８―１
住友不動産新宿オークタワー27階

6,900 9.34

日本トラスティ・サービス 
信託銀行㈱(信託口)

中央区晴海１―８―11 5,428 7.35

日本マスタートラスト 
信託銀行㈱(信託口)

港区浜松町２―11―３ 3,299 4.46

セブンシーズ 
ホールディングス㈱

新宿区神楽坂６丁目59 2,400 3.25

立花証券㈱ 中央区日本橋茅場町１丁目13―14 1,497 2.02

寺田英司 札幌市北区 1,197 1.62

資産管理サービス信託銀行㈱ 
（証券投資信託口）

中央区晴海１丁目８―12
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタタワーＺ棟

987 1.33

三井物産㈱
中央区晴海１丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーＺ棟

895 1.21

中部証券金融㈱ 名古屋市中区栄３―３―17 857 1.16

計 ― 47,233 63.94



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年２月28日現在 

 
(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が301株（議決権301個） 

  含まれております。 
  

② 【自己株式等】 

平成19年２月28日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式）
普通株式   535

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  73,820 73,820 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 74,355 ― ―

総株主の議決権 ― 73,820 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
TRNコーポレーション株式会社

東京都渋谷区渋谷3-11-11 535 ― 535 0.7

計 ― 535 ― 535 0.7



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は旧商法第280条ノ20、 

第280条ノ21及び第280条ノ27の規定に基づき新株予約権を発行する方法によるものならびに 

会社法第239条他の規定に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。 

当該制度の概要は以下のとおりであります。 

＜旧商法に基づく内容＞ 

① 平成16年５月31日開催の定時株主総会における決議に基づくもの 

  

 
  

② 平成18年３月17日開催の取締役会における決議に基づくもの 

  

 
  

決議年月日 平成16年５月31日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役及び監査役           5名
当社従業員                20名 
アドバイザー               14名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しています。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

同上

決議年月日 平成18年３月17日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役及び監査役           8名
当社及び当社の完全子会社の従業員     46名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しています。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

同上



＜会社法に基づく内容＞ 

③ 平成18年５月17日開催の取締役会における決議に基づくもの 

  

 

   

決議年月日 平成18年５月17日

付与対象者の区分及び人数 当社及び当社の完全子会社の従業員     11名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しています。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

同上



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

   当該事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

  

 
  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

当該事項はありません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
  

【株式の種類等】 会社法第155条第３号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成19年１月17日)での決議状況 
(取得期間 平成19年１月18日～平成19年４月27日)

2,000 500,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 535 130,483

残存決議株式の総数及び価額の総額 1,465 369,517

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 73.3 73.9

当期間における取得自己株式 1,202 285,235

提出日現在の未行使割合(％) ― ―

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額 
(千円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 535 ― 1,202 ―



３ 【配当政策】 

当社は、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保す

るため、当期まで配当は実施しておりませんでした。 

しかしながら、今後は、期間収益についても株主への還元を行うべきという考え方を基に、剰余金の配

当については、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針といたします。配当の決定機関は、中間配

当は取締役会、期末配当は株主総会であります。なお、金額については、当社の業績及び財務内容等を総

合的に勘案し、内部留保の充実を考慮しながら、決定いたします。 

 内部留保資金の使途につきましては、将来の事業展開への備えといたします。 

 なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款にて定めております。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 最高・最低株価は、名古屋証券取引所セントレックスにおけるものであります。 

なお、平成16年11月19日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。 

２ ＊印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 最高・最低株価は、名古屋証券取引所セントレックスにおけるものであります。 

  

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期

決算年月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月

最高(円)
―
―

―
―

2,200,000
＊610,000

904,000 367,000

最低(円)
―
―

―
―

1,350,000
＊486,000

211,000 196,000

月別 平成18年９月 10月 11月 12月 平成19年１月 ２月

最高(円) 257,000 310,000 292,000 252,000 255,000 251,000

最低(円) 225,000 251,000 240,000 222,000 213,000 201,000



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役社長 
(代表 
取締役)

― 長谷部   修 昭和39年４月４日生

昭和63年４月 野村證券株式会社入社

(注)３ ―

平成12年12月 ソフトバンク・インベストメント株

式会社(現SBIホールディングス株式

会社)入社

平成14年６月 ソフトバンクフロンティア証券株式

会社(現SBI証券株式会社)代表取締役

社長就任

平成16年２月 ワールド日栄フロンティア証券株式

会社(現SBI証券株式会社)常務取締役

就任

平成17年６月 同社 退任

平成17年10月 当社代表取締役就任(現任)

取締役 ― 松 崎 裕 治 昭和41年６月30日生

平成２年４月 株式会社日本リース入社

(注)３ 7

平成11年３月 ジーイーキャピタルリーシング株式

会社入社

平成14年１月 当社入社営業本部長

平成16年１月 当社取締役就任（現任）

平成17年５月 当社代表取締役就任

平成17年10月 当社取締役

平成17年11月 店舗サポートシステム株式会社代表

取締役就任(現任)

取締役 ― 石 井   実 昭和45年３月６日生

平成５年４月 昭和リース株式会社入社

(注)３ 7

平成９年10月 SHOWA LEASING SINGAPORE出向

平成14年６月 当社入社営業部長

平成16年１月 当社取締役就任(現任)

平成17年11月 店舗流通ネット株式会社代表取締役

就任(現任)

取締役 ― 中 山 孝 之 昭和42年８月28日生

平成３年４月 株式会社ワキタ入社

(注)３ 38

平成14年９月 当社入社営業部長

平成16年１月 当社取締役就任(現任)

平成17年11月 店舗サポートシステム株式会社常務

取締役就任（現任）

平成18年８月 店舗プレミアム株式会社代表取締役

就任(現任)

取締役 ― 佐 藤 憲 治 昭和40年４月13日生

昭和63年４月 野村證券株式会社入社

(注)３ 133

平成11年12月 ソフトバンク・インベストメント株

式会社(現SBIホールディングス株式

会社)入社

平成16年10月 同社営業企画部 部長

平成18年３月 当社入社 管理本部長(現任)

平成18年３月 株式会社TOKYO Capital取締役就任

平成18年４月 同社代表取締役就任(現任)

平成18年５月 当社取締役就任(現任)

取締役 ― 河 原 庸 仁 昭和40年11月30日生

昭和63年４月 株式会社日本エル・シー・エー入社

(注)３ ―

平成12年11月 同社執行役員ＰＤＯ事業部長

平成13年７月 株式会社リンク・ワン出向代表取締

役専務就任

平成14年４月 同社転籍代表取締役社長就任（現

任）

平成18年５月 株式会社エフ・アンド・エフマネジ

メント代表取締役社長就任（現任）



 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役 ― 青 木 達 也 昭和27年６月４日生

昭和55年３月 株式会社ハークスレイ設立 

代表取締役社長（現任）

(注)３ 376

平成４年11月 株式会社アサヒ物流代表取締役

平成８年７月 株式会社ナカガワ代表取締役（現

任）

平成９年11月 株式会社アサヒ・トーヨー代表取締

役（現任）

平成13年９月 北欧フードサービス株式会社代表取

締役社長（現任）

平成14年６月 株式会社アサヒ物流代表取締役会長

平成17年10月 株式会社アサヒ物流代表取締役社長

（現任）

平成18年７月 株式会社ほっかほっか亭総本部代表

取締役社長（現任）

取締役 ― 石 本  洋 昭和26年１月23日生

昭和50年４月 第一證券株式会社（現三菱ＵＦＪ証

券株式会社）入社

(注)３ ―

昭和56年10月 スイス銀行コーポレーション入行

昭和61年８月 国際証券株式会社（現三菱ＵＦＪ証

券株式会社）入社

平成12年８月 株式会社クイック入社

平成16年４月 株式会社ネクストステージ代表取締

役（現任)

平成17年６月 株式会社ハークスレイ取締役（現

任）

平成18年７月 株式会社ほっかほっか亭総本部取締

役(現任）

取締役 ― 下 山 直 紀 昭和22年１月１日生

昭和45年３月 昭和リース株式会社入社

(注)３ ―

平成９年６月 昭和リース株式会社取締役

平成12年６月 昭和リース株式会社常務取締役

平成15年６月 昭和ハイテクレント株式会社代表取

締役社長

平成18年４月 株式会社ハークスレイ入社

取締役 ― 木 藤 友 治 昭和43年５月21日生

平成元年４月 国際ピーアール株式会社(現ウェーバ

ーシャンドウィックワールドワイド

株式会社)入社

(注)３ ―

平成４年12月 クラリス株式会社(現ファイルメーカ

ー株式会社)／米Apple Computer,Inc

入社

平成12年８月 株式会社光通信キャピタル(現株式会

社エイチ・ティ・シー)入社

平成12年10月 同執行役員最高マーケティング責任

者(ジェネラルパートナー業務)就任

平成15年11月 ホワイトボックス株式会社取締役就

任（現任）

平成17年10月 当社取締役就任(現任)



 
 (注)１ 取締役 青木達也、石本洋、下山直紀、木藤友治は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

 (注)２ 監査役 横山隆治、山本進、山下彰俊、中内健幸は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

 (注)３ 任期は、平成19年２月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年２月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。 

 (注)４ 任期は、平成19年２月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年２月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。 

 (注)５ 任期は、平成21年２月期に係る定時株主総会終結の時までであります。 

 (注)６ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第2項に定める補欠監査役

１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

 
(注) 補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

常勤監査役 ― 横 山 隆 治 昭和13年９月24日生

昭和38年４月 株式会社日本不動産銀行 

(現あおぞら銀行)入行

(注)４ 8

昭和60年11月 同行から大和建設株式会社へ出向

昭和60年12月 同社常務取締役就任

平成12年12月 株式会社エスシージャパン 

代表取締役就任

平成14年６月 同社 退任

平成14年６月 株式会社大和産業監査役就任

平成15年６月 同社 退任

平成15年11月 当社監査役就任(現任)

監査役 ― 山 本   進 昭和４年３月10日生

昭和48年12月 東京湾エスコート株式会社入社

(注)５ 15

昭和54年４月 有限会社ドルフィン山本設立

平成12年６月 同社を株式会社ゲオに営業譲渡 

株式会社ゲオ顧問(現任)

平成17年６月 当社監査役就任(現任)

監査役 ― 山 下 彰 俊 昭和38年５月17日生

平成12年10月 日本弁護士連合会弁護士登録。第一

東京弁護士会入会 (注)５ ―

平成17年10月 当社監査役就任(現任)

監査役 ― 中 内 健 幸 昭和17年３月１日生

平成５年２月 株式会社セイフー専務取締役

(注)４ ―

平成７年２月 株式会社ほっかほっか亭代表取締役

社長

平成８年４月 株式会社ほっかほっか亭総本部取締

役

平成11年４月 株式会社ほっかほっか亭代表取締役

副社長

平成11年５月 株式会社プレナス取締役

平成16年６月 株式会社プレナス専務取締役

平成17年９月 株式会社ほっかほっか亭総本部監査

役（現任）

計 584

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

天 官  準 昭和20年４月22日生

昭和47年４月 昭和石油株式会社（現昭和シェル石油株式会

社）入社

（注） ―

平成７年４月 同社本社秘書室長

平成９年４月 同社北陸支店支店長

平成11年３月 昭和ガス株式会社常務取締役就任

平成14年６月 東亜石油株式会社常勤監査役就任

平成17年６月 同社 退任

平成18年７月 株式会社リンク・ワン監査役就任（現任）



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社グループでは、経営のグローバル化が進むなかで、更なる業容拡大、企業価値の向上の観点か

ら、経営判断の迅速化、効率化を確保するとともに、コーポレート・ガバナンスの充実による経営の透

明性と健全性の向上を重要な経営課題であると認識しています。コーポレート・ガバナンスの充実に向

けて、企業倫理、コンプライアンスについて全役職員が共通の認識を持ち、一人一人が的確で公正な意

思決定を行う風土を熟成する仕組みを整えるとともに、積極的且つ迅速な情報開示による経営の透明性

と健全性の向上と効率的経営を実現するため施策と組織体制の継続的な改善強化に努めてまいります。

また、情報開示の強化策として、ホームページを使い積極的に開示しております。 

  

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

経営の意思決定、執行及び監督にかかる経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

は、次のとおりです。 

  

ア、取締役会 

有価証券報告書提出日現在、取締役(10名)で構成され、定例会を月１回及びその他必要に応じて開

催し、経営上の最高意思決定機関として、取締役会規程に基づき重要事項(経営方針、事業計画、重

要な財産の取得及び処分等)を決定し、業務執行状況を監督しております。なお、監査役(４名)も出

席しております。 

 なお、当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めております。 

  

イ、監査役 

常勤監査役(１名)及び非常勤監査役(３名)が、原則として取締役会及び他の重要な経営会議に出席

し、取締役の意見聴取や資料の閲覧等を通じて業務監査、会計監査を実施しています。また、効率的

な監査、高水準の監査を遂行するため、監査役ミーティングを毎月１回開催し、監査役監査計画の策

定、監査の実施状況、監査結果等を検討しております。 

  

ウ、経営会議 

経営会議は、取締役(５名)、常勤監査役(１名)及び完全子会社の代表取締役で構成され、毎週１回

開催し、経営目標の完遂を図る為の提言を取締役会に付することを目的とし、全般的業務執行方針及

び計画並びに重要な業務に関して、協議し情報を共有化する会議体と定めております。 

  



エ、内部監査 

当社は、内部監査部門を独立した組織とはせずに、管理本部長を中心としたプロジェクトチーム

(３名)を設置し、社長の指揮命令系統の下、各部門の内部監査を実施しております。内部監査は、会

社の業務及び財産の状況を監査し、経営の合理化及び能率の増進に資することを目的として、事業年

度ごとに作成される内部監査計画に基づく監査と、社長の特命により臨時の内部監査を実施しており

ます。 

  

オ、執行役員制度の導入 

平成17年５月27日開催の定時株主総会において、経営上の意思決定及び監督機能を目的として、執

行役員制の導入をいたしました。 

  

カ、弁護士、監査法人等その他第三者の状況 

重要な法務的課題及びコンプライアンスにかかる事象について、外部弁護士に相談し、必要な検討

を実施しております。また、新日本監査法人と監査契約を締結し、通常の会計監査に加え、重要な会

計的課題について随時相談・検討を実施しております。 

  

キ、コンプライアンス部署 

管理本部内にコンプライアンス部を配置し、コンプライアンスの重要性を社内に訴え、勉強会の開

催等を行っております。 

業務執行・監視及び内部統制の仕組の模式図は、次のとおりとなります。 

 

  

  



(3) 会計監査の状況 

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は新日本監査法人に所属する浜田正継、荒尾泰則の２名で

あり、当社は独立の立場から会計に関する意見表明を受けています。当社の会計監査業務に係る補助者

は、公認会計士９名、その他９名です。 

（注）その他は、会計士補、公認会計士試験合格者、米国公認会計士であります。 

  

(4) 社外取締役及び社外監査役との関係 

社外取締役１名との間に当社の株主（持株数376株）として資本的関係があり、社外監査役２名との

間に当社の株主(持株数23株)として資本的関係があります。 

  

(5) 役員報酬の内容 

第７期の役員報酬の内容は、次のとおりです。 

 
  

(6) 監査報酬の内容 

第７期において当社が新日本監査法人と締結した監査契約に基づく監査証明に係る報酬は、以下のと

おりであります。 

 
  

取締役の年間報酬総額 45,000千円(うち社外取締役に対するもの  ― 千円）

監査役の年間報酬総額 7,300千円(うち社外監査役に対するもの 7,300千円）

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 22,000千円

上記以外の報酬 ― 千円



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年３月１日から平成18年２月28日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)

附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

また、前連結会計年度(平成17年３月１日から平成18年２月28日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年３月１日から平成19年２月28日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年３月１日から平成18年２月28日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則

第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

また、前事業年度(平成17年３月１日から平成18年２月28日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年３月１日から平成19年２月28日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年３月１日から平成18年２月

28日まで)及び当連結会計年度(平成18年３月１日から平成19年２月28日まで)の連結財務諸表並びに前事

業年度(平成17年３月１日から平成18年２月28日まで)及び当事業年度(平成18年３月１日から平成19年２

月28日まで)の財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年２月28日)

当連結会計年度 
(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,918,745 6,574,687

 ２ 受取手形及び売掛金 1,499,459 2,081,777

 ３ 営業投資有価証券 ─ 400,047

 ４ 営業貸付金 ─ 105,438

 ５ たな卸資産 ※１ 515 3,895,128

  ６ 前渡金 1,143,171 ─

 ７ 繰延税金資産 198,420 76,818

 ８ 預入金 ─ 1,234,096

 ９ その他 527,589 1,240,777

   貸倒引当金 △205,912 △61,294

  流動資産合計 7,081,989 61.4 15,547,476 64.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 9,769 333,783

    減価償却累計額 3,034 6,735 35,134 298,648

  (2) 店舗固定資産 ※３ 1,741,581 3,829,277

    減価償却累計額 ※３ 222,741 1,518,840 611,233 3,218,043

  (3) 建設仮勘定 135,264 410,351

  (4) その他 39,320 137,739

    減価償却累計額 11,748 27,572 39,143 98,596

   有形固定資産合計 1,688,411 14.7 4,025,640 16.7

 ２ 無形固定資産

  (1) 営業権 92,243 ─

  (2) のれん ─ 500,885

    (3）その他 8,801 18,400

   無形固定資産合計 101,044 0.9 519,285 2.1

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 144,255 214,620

  (2) 関係会社株式  28,132 2,000

  (3) 繰延税金資産 108,754 297,225

  (4) 業務委託型店舗資産 ※４ 2,136,886 3,178,954

  (5) その他 287,519 494,500

    貸倒引当金 △48,837 △57,849

   投資その他の資産合計 2,656,710 23.0 4,129,450 17.0

  固定資産合計 4,446,166 38.6 8,674,376 35.8

  資産合計 11,528,156 100.0 24,221,852 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成18年２月28日)

当連結会計年度 
(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 417,196 295,610

 ２ 短期借入金 ※1 851,660 4,312,060

 ３ １年以内償還予定の社債 150,000 145,000

 ４ 未払金 ─ 1,236,495

 ５ 未払法人税等 447,940 371,622

 ６ 賞与引当金 12,835 26,120

 ７ 役員賞与引当金 ─ 36,500

 ８ 保証損失引当金 5,400 4,000

 ９ その他 1,173,809 753,383

  流動負債合計 3,058,841 26.5 7,180,792 29.7

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 505,000 360,000

 ２ 長期借入金 ※1 1,399,850 3,875,290

 ３ 長期預り金 430,310 1,037,768

 ４ その他 91,882 90,216

  固定負債合計 2,427,042 21.1 5,363,275 22.1

  負債合計 5,485,884 47.6 12,544,068 51.8

 (少数株主持分)

  少数株主持分 ― ― ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 2,633,930 22.9 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 2,495,150 21.6 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 913,191 7.9 ― ―

  資本合計 6,042,271 52.4 ― ―

  負債、少数株主持分 
  及び資本合計

11,528,156 100.0 ― ―



 
  

前連結会計年度
(平成18年２月28日)

当連結会計年度 
(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 4,900,910 20.2

 ２ 資本剰余金 ― ― 4,762,130 19.6

 ３ 利益剰余金 ― ― 2,054,763 8.5

 ４ 自己株式 ― ― △130,483 △0.5

   株主資本合計 ― ― 11,587,320 47.8

Ⅱ 新株予約権 ― ― 37,794 0.2

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 52,669 0.2

   純資産合計 ― ― 11,677,784 48.2

   負債純資産合計 ― ― 24,221,852 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
 至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 9,713,146 100.0 19,904,673 100.0

Ⅱ 売上原価 6,736,621 69.4 16,389,996 82.3

   売上総利益 2,976,524 30.6 3,514,677 17.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 2,077,073 21.3 1,427,372 7.2

   営業利益 899,451 9.3 2,087,304 10.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 2,422 7,768

 ２ 割賦販売受取利息 12,267 29,585

 ３ 解約負担金収入 38,148 27,336

 ４ 消費税等精算差額  10,532 7,983

 ５ その他 17,085 80,456 0.8 13,976 86,650 0.4

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 44,356 122,442

 ２ 新株発行費 8,630 ─

 ３ 株式交付費 ─ 19,029

 ４ 社債発行費 19,935 ─

 ５ 融資手数料 ― 91,495

 ６ その他 20,779 93,701 1.0 18,035 251,002 1.2

   経常利益 886,206 9.1 1,922,951 9.7



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
 至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 527 ─

 ２ 貸倒引当金戻入益 ― 205,716

 ３ 投資有価証券売却益 12 57

 ４ 賞与引当金戻入益 532 ─

 ５ 保証損失引当金戻入益 4,960 350

 ６ 子会社株式売却益 119,889 ─

  ７ 関係会社株式売却益 ─ 29,719

 ８ 立退料 ─ 20,000

 ９ 新株予約権戻入益 ― 125,922 1.3 1,065 256,910 1.2

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※３ 297 ─

 ２ 固定資産除却損 ※４ 31,803 124,973

 ３ 子会社売却による整理損 ※５ 54,142 ─

 ４ 子会社株式売却損 3,619 ─

 ５ 貸倒引当金繰入額  181,440 ―

 ６ 加盟金解約損 ─ 60,000

 ７ 関係会社株式売却損 ─ 1,060

 ８ 保険譲渡損 ─ 10,353

 ９ 投資有価証券評価損 ─ 271,303 2.8 5,433 201,820 1.0

   税金等調整前当期純利益 740,825 7.6 1,978,041 9.9

   法人税、住民税 
   及び事業税

548,432 903,968

   法人税等調整額 △238,715 309,716 3.2 △66,868 837,099 4.2

   少数株主利益 又は 
   少数株主損失(△)

980 0.0 △630 △0.0

   当期純利益 430,128 4.4 1,141,572 5.7



③ 【連結剰余金計算書】 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 591,670

Ⅱ 資本剰余金増加高

   増資による新株の発行 1,903,480 1,903,480

Ⅲ 資本剰余金期末残高 2,495,150

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 483,063

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 430,128 430,128

Ⅲ 利益剰余金期末残高 913,191



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年２月28日残高(千円) 2,633,930 2,495,150 913,191 ─ 6,042,271

連結会計年度中の変動額

 第三者割当による新株式の発行 2,265,480 2,265,480 4,530,960

 新株予約権の行使による 
 新株式の発行

1,500 1,500 3,000

 当期純利益 1,141,572 1,141,572

 自己株式の取得 △130,483 △130,483

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

2,266,980 2,266,980 1,141,572 △130,483 5,545,049

平成19年２月28日残高(千円) 4,900,910 4,762,130 2,054,763 △130,483 11,587,320

新株予約権
少数株主
持分

純資産合計

平成18年２月28日残高(千円) 36,600 ─ 6,078,871

連結会計年度中の変動額

 第三者割当による新株式の発行 4,530,960

 新株予約権の行使による 
 新株式の発行

3,000

 当期純利益 1,141,572

 自己株式の取得 △130,483

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

1,193 52,669 53,863

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

1,193 52,669 5,598,912

平成19年２月28日残高(千円) 37,794 52,669 11,677,784



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
   税金等調整前当期純利益 740,825 1,978,041
   減価償却費 212,467 498,239
   営業権償却費  82,156 ―
      のれん償却費 ― 68,970
   長期前払費用償却費 6,629 4,195

   業務委託型店舗資産(長期前払費用) 
   償却費

44,623 89,629

   連結調整勘定償却費 87,831 ―
   貸倒引当金の増加額(△減少額) 250,347 △135,605
   役員賞与引当金の増加額 ─ 36,500
   賞与引当金の増加額 1,347 13,284
   解約返金引当金の減少額 △3,985 ―
   受取利息及び受取配当金 △14,689 △37,813
   支払利息 44,356 122,442
      融資手数料 ― 91,495
   新株発行費 8,630 ─
   株式交付費 ─ 19,029
   社債発行費 19,935 ─
   売上原価(固定資産からの振替額) 426,275 417,015
   株式報酬費用 ― 2,259
      新株予約権戻入益 ― △1,065
   業務委託解約損益 ― △15,431
   業務委託契約変更収益 △2,732 ―
   持分法による投資利益 △373 △1,102
   子会社株式売却益 △119,889 △29,719
   子会社株式売却損 3,619 ―
   関係会社株式売却損 ― 1,060
   固定資産売却益 △527 ─
   固定資産売却損 297 ─
   固定資産除却損 31,803 124,973
   保険解約損  8,769 ―
   保険譲渡損 ― 10,353
   加盟金解約損 ― 60,000
   投資有価証券売却益 △12 △57
   投資有価証券評価損 30,240 5,433
   保証損失引当金戻入額 △4,960 △350
   立退料 ― △20,000
   売上債権の増加額 △1,109,751 △523,797
   営業貸付金の増加額 ― △105,438
   営業投資有価証券の増加額 ― △400,047
   破産更生債権等の減少額 2,766 ―
   たな卸資産の増加額 △7,879 △3,894,613
   前払費用の増加額 △81,689 △179,031
   前渡金の減少額(△増加額） △1,143,013 1,077,021
   預入金の増加額 ― △1,234,096
   長期未収入金の増加額 △66,011 △15,038
   仕入債務の増加額(△減少額) 98,138 △121,586
   未払金の増加額 239,085 504,568
   長期預り金(営業預託金)の増加額 216,866 605,669
   未払消費税等の増加額 31,448 27,155
   前受家賃の増加額 133,835 154,027
   未実現利益の増加額(△減少額) 250,000 △250,000
   その他 90,504 126,365
   小計 507,285 △927,061



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

   利息及び配当金の受取額 14,086 37,446

   利息の支払額 △40,932 △123,233

   保証履行損失の支払額 △4,569 △1,050

   訴訟和解金の支払額 △10,000 ─

   法人税等の支払額 △295,543 △1,250,572

  営業活動によるキャッシュ・フロー 170,325 △2,264,470

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   定期預金の預入による支出 △400,000 △400,072

   定期預金の満期による収入 ― 400,000

   有形固定資産の取得による支出 △1,638,380 △3,111,110

   有形固定資産の売却による収入 82,927 42,215

   無形固定資産の取得による支出 △358,706 △501,448

   投資有価証券の取得による支出 △154,340 △87,813

   投資有価証券の売却による収入 10,097 12,072

   連結の範囲の変更を伴う子会社株式の 
   取得による支出

※２ △98,945 ─

   連結の範囲の変更を伴う子会社株式 
   売却による支出

※３ △74,288 ─

   子会社売却債権の回収による収入 ― 181,440

   関係会社株式の取得による支出 △2,000 △2,000

   関連会社株式の売却による収入 ― 57,894

   業務委託型店舗資産の取得による支出 △1,379,576 △1,407,536

   業務委託型店舗資産の回収による収入 ― 153,372

   貸付による支出 △118,833 △882

   貸付金の回収による収入 106,010 126,049

   長期前払費用の増加による支出  △49,196 △71,227

   敷金・保証金の支出 △27,902 △291,940

   敷金・保証金の回収による収入 2,515 10,306

   保険積立金の支出 △20,829 ―

   保険積立金の譲渡による収入 ― 24,280

   長期預り金の受領による収入 24,061 23,896

   その他の収入 39,019 ―

   その他の支出 △14,727 △298

  投資活動によるキャッシュ・フロー △4,073,094 △4,842,801

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   自己株式取得に伴う金外信託の預入 
   による支出

─ △500,000

   短期借入れによる収入 380,000 3,612,000

   短期借入金の返済による支出 △130,000 △762,000

   長期借入れによる収入 1,540,000 3,600,000

   長期借入金の返済による支出 △190,996 △514,160

      融資手数料の支払 ─ △90,927

   社債の発行による収入 580,064 ─

   社債の償還による支出 △30,000 △150,000

   株式の発行による収入 3,798,329 4,514,930

   新株予約権の発行による収入 41,850 ─
   投資事業組合出資者からの 
   払込による収入

─ 53,300

  財務活動によるキャッシュ・フロー 5,989,248 9,763,142

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 2,086,479 2,655,870

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 1,432,265 3,518,745

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 3,518,745 6,174,615



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 ６社 

連結子会社の名称 

 店舗流通ネット株式会社 

 店舗サポートシステム株式会社 

 株式会社ボクサール 

 株式会社ワイズフードシステム 

 株式会社フーディーズ 

 株式会社エフエルシー 

 株式会社フーディーズ、株式会社エ

フエルシーについては株式取得によ

り、当連結会計年度から連結の範囲に

含めております。 

 連結子会社に含めていた株式会社ワ

イズフードシステムについては、平成

17年７月に保有株式の一部を売却し子

会社でなくなりましたが、みなし売却

日を中間連結会計期間末(平成17年８

月31日)としているため、当該会社の

平成17年３月１日から平成17年８月31

日までの損益及びキャッシュ・フロー

について、連結財務諸表に含めており

ます。 

 また、当連結会計年度に連結の範囲

に含めた株式会社フーディーズ及び株

式会社エフエルシーについては、平成

18年２月に保有株式の一部を売却し子

会社でなくなりましたが、みなし売却

日を当連結会計年度末としているた

め、当該会社の平成18年２月28日まで

の損益及びキャッシュ・フローについ

て、連結財務諸表に含めております。

連結子会社の数 ８社 

連結子会社の名称 

 店舗流通ネット株式会社 

 店舗サポートシステム株式会社 

 株式会社レアルジール 

 株式会社ＴＯＫＹＯ 

     Ｃａｐｉｔａｌ 

 店舗プレミアム株式会社 

 ＴＯＫＹＯＣａｐｉｔａｌ１号 

      投資事業有限責任組合 

 ＴＣＶＰ１号投資事業組合 

 ＴＣＶＰ２号投資事業組合  

  

 株式会社ＴＯＫＹＯＣａｐｉｔａ

ｌ、店舗プレミアム株式会社及びＴＯ

ＫＹＯＣａｐｉｔａｌ１号投資事業有

限責任組合、ＴＣＶＰ１号投資事業組

合、ＴＣＶＰ２号投資事業組合は、当

連結会計年度に新たに設立されたた

め、連結の範囲に含めております。 

 なお、株式会社ボクサールは平成18

年４月24日より商号を株式会社レアル

ジールに変更しております。

２ 持分法の適用に関する事

項

持分法適用の関連会社数 １社 

株式会社ワイズフードシステム 

 株式会社ワイズフードシステムは、

株式の一部を売却したことより、平成

17年９月１日より連結子会社より持分

法適用関連会社として持分法の適用範

囲に含めております。

持分法適用の関連会社数 ３社 

株式会社ワイズフードシステム 

株式会社フーディーズ 

トライゴン有限会社 

 トライゴン有限会社につきまして

は、当連結会計年度に持分を取得した

ことにより、当連結会計年度より持分

法適用の関連会社となっております。 

 株式会社ワイズフードシステム、株

式会社フーディーズは当連結会計年度

において全ての株式を譲渡したため、

持分法適用関連会社より除外しており

ます。なお、連結財務諸表の作成に当

たっては、株式会社フーディーズは平

成18年３月１日、株式会社ワイズフー

ドシステムは平成18年８月31日をみな

し売却日としております。



項目
前連結会計年度

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

株式会社フーディーズの決算日は、

３月31日であります。連結財務諸表の

作成に当たって、連結決算日現在で実

施した仮決算に基づく財務諸表を使用

しております。

 連結子会社のうちＴＯＫＹＯＣａｐ

ｉｔａｌ１号投資事業有限責任組合、

ＴＣＶＰ１号投資事業組合及びＴＣＶ

Ｐ２号投資事業組合の決算日は12月31

日であります。 

 連結財務諸表を作成するに当たって

は、同日現在の財務諸表を使用し、決

算日との間に生じた重要な取引につい

ては連結上必要な調整を行っておりま

す。

４ 会計処理基準に関する事

項

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

イ 有価証券

 その他有価証券

        ―

    

 

 

 

 

 

イ 有価証券

 その他有価証券(営業投資有価証券

を含む)

  時価のあるもの

   連結会計年度末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却

価格は移動平均法により算定）し

ております。 

 

  時価のないもの

   移動平均法による原価法を採用

しております。

  時価のないもの

同左

ロ たな卸資産

 (イ)     ─ 

 

 

  

ロ たな卸資産

 (イ)販売用不動産 

   個別法に基づく原価法を採用 

  しております。

 (ロ)商品

   個別法に基づく原価法を採用し

ております。

 (ロ)商品

同左

（ただし、店舗コンサルティング

事業の商品については最終仕入

原価法）

 (ハ)原材料

   最終仕入原価法に基づく原価法

を採用しております。

 (ハ)原材料

同左

 (ニ)貯蔵品

   最終仕入原価法に基づく原価法

を採用しております。

 (ニ)貯蔵品

同左



項目
前連結会計年度

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

（2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

イ 有形固定資産

 (イ)店舗固定資産

   定額法を採用しております。

   なお、耐用年数は業務受託者と

の契約期間によっており、５～10

年であります。

イ 有形固定資産

 (イ)店舗固定資産

同左

   

 (ロ)レンタル用有形固定資産 

   定額法を採用しております。

   なお、耐用年数はレンタル期間

によっており、22ヶ月～55ヶ月で

あります。

 (ロ)レンタル用有形固定資産 

同左

   なお、耐用年数はレンタル期間

によっており、21ヶ月～71ヶ月で

あります。

 (ハ)上記以外

   定率法を採用しております。

   なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

  建物         ３～15年

  その他         ２～10年

 (ハ)上記以外

同左

ロ 無形固定資産

  定額法を採用しております。

  なお、営業権については５年、自

社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間(５年)に

基づいております。

ロ 無形固定資産

同左

  なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づいております。

 

ハ 長期前払費用

  均等償却を採用しております。

ハ 長期前払費用

同左

（3）重要な引当金の計上基

準

イ 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

イ 貸倒引当金

同左

ロ 賞与引当金

  従業員の賞与の支給に備えるた

め、当連結会計年度に負担すべき支

給見込額を計上しております。

ロ 賞与引当金

             同左 

ハ       ― 

 

ハ 役員賞与引当金 

役員の賞与の支給に備えるため、当

連結会計年度に負担すべき支給見込

額を計上しております。

ニ 保証損失引当金

  引取保証契約の引取保証義務の履

行に係る損失に備えるため、引取保

証履行の契約に対して個別に検討

し、履行する可能性の高いものにつ

いて引当計上を行っております。

  また、その他の引取保証契約につ

いて、実績率による引当計上を行っ

ております。

ニ 保証損失引当金

同左



 

項目
前連結会計年度

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

ホ 解約返金引当金

  当連結会計年度より新たに連結の

範囲に含めた、代理店業を行ってい

る連結子会社１社について、当連結

会計年度に取次いだ顧客が契約期間

(24ヶ月)満了前に解約することによ

り生ずる受取手数料の返金に備え

て、過去の返金実績率による引当計

上を行っております。

ホ              ─

 (4) 重要なリース取引の処

理方法

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

 (5) 重要なヘッジ会計の方

法

(1) ヘッジ会計の方法

  金利スワップは特例処理の要件を

満たしておりますので、特例処理を

採用しております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  (ヘッジ手段)金利スワップ 

  (ヘッジ対象)借入金の利息

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

  借入金の金利変動リスクを回避す

る目的で金利スワップ取引を行って

おり、ヘッジ対象の識別は個別契約

毎に行っております。

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

  金利スワップは特例処理の要件を

満たしておりますので、決算日にお

ける有効性の評価を省略しておりま

す。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

 (6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

イ 消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっており、控除対象

外消費税及び地方消費税は当連結会

計年度の費用として処理しておりま

す。なお、一部の連結子会社は免税

事業者であるため、税込方式によっ

ております。

イ 消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっており、控除対象

外消費税及び地方消費税は当連結会

計年度の費用として処理しておりま

す。

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。

同左

６ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

 連結調整勘定の償却については発生

時以降５年間で均等償却しておりま

す。

 のれんは５年間で均等償却しており

ます。

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

 連結会計年度中に確定した利益処分

に基づいて作成しております。

        ─

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。

同左 



会計方針の変更 

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 

― （役員賞与に関する会計基準）

 当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計

基準第４号）に従い、発生時に費用処理しておりま

す。 

 これにより、従来の方法と比較して、営業利益、経

常利益及び税金等調整前当期純利益が36,500千円減少

しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。

― （企業結合に係る会計基準等） 

 当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」

（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「事業分

離等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月27日 企業会計基準第７号）並びに「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準委員会 最終改定平成18年12月22

日 企業会計基準適用指針第10号）を適用しておりま

す。 

 連結財務諸表規則の改正による連結財務諸表の表示

に関する変更は以下のとおりであります。 

（連結貸借対照表） 

 「営業権」は当連結会計年度から「のれん」として

表示しております。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 「営業権償却費」は当連結会計年度から「のれん償

却費」として表示しております。 

 



前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等） 

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準

等の一部改正）

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）並びに改正後の「自己株式及び

準備金の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 最終改正平成18年８月11日 企業会計基準

第１号）及び「自己株式及び準備金の額の減少等に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 最

終改正平成18年８月11日 企業会計基準適用指針第２

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

11,587,320千円であります。 

 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度に

おける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。

― （ストック・オプション等に関する会計基準等） 

 当連結会計年度から「ストック・オプション等に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

27日 企業会計基準第８号）及び「ストック・オプシ

ョン等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 最終改正平成18年５月31日 企業会計基準適

用指針第11号）を適用しております。 

 これにより、営業利益、経常利益、税金等調整前当

期純利益が2,259千円減少しております。なお、セグメ

ント情報に与える影響は当該箇所に記載しておりま

す。

─ （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

 当連結会計年度から「繰延資産の会計処理に関する

当面の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年８月

11日 実務対応報告第19号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、「新株発行費」は当連結会計年度より「株式

交付費」として処理しております。 

 



表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

(連結貸借対照表) 

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「敷金・

保証金」(当連結会計年度 26,959千円)は、資産の総額

の100分の５以下になったため投資その他の資産「その

他」に含めて表示することとしました。 

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「未払

金」(当連結会計年度 513,209千円)は負債、少数株主

持分及び資本の合計額の100分の５以下となったため、

流動負債の「その他」に含めて表示することとしまし

た。

（連結貸借対照表） 

 前連結会計年度において区分掲記しておりました「前

渡金」（当連結会計年度66,149千円）は資産の総額の

100分の５以下となったため流動資産「その他」に含め

て表示することとしました。 

 前連結会計年度において流動負債の「その他」に含め

て表示しておりました「未払金」（前連結会計年度

513,209千円）は負債及び純資産の合計額の100分の５を

超えたため当連結会計年度より区分掲記しております。

(連結損益計算書) 

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「業務委

託契約変更収益」(当連結会計年度 2,732千円)は、営

業外収益の100分の10以下になったため、営業外収益の

「その他」に含めて表示することにしました。

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含

めて表示しておりました「融資手数料」（前連結会計年

度4,172千円）は、営業外費用の総額の100分の10を超え

たため、当連結会計年度より区分掲記しております。

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

 「地方税法の一部を改正する法律(平成15年法律９号)

が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日以後

に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入された

ことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書の表示についての実務上

の取扱」(平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実

務対応報告12号)に従い、法人事業税の付加価値割及び

資本割については、販売費及び一般管理費に計上してお

ります。 

 この結果、販売費及び一般管理費が15,651千円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が

同額減少しております。

―



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 

前連結会計年度
(平成18年２月28日)

当連結会計年度
(平成19年２月28日)

※１                   ─ ※１ 担保に供している資産 

販売用不動産購入資金（短期借入金3,000,000千

円、長期借入金600,000千円）の担保に供してい

るものは次のとおりであります。 

販売用不動産 3,887,454千円

 ２ 偶発債務 

 ○債務保証類似行為

 ２ 偶発債務 

 ○債務保証類似行為

保証先
金額 
(千円)

内容

㈲アースプラン 
ネット

9,013
開業サポート取引
における引取保証

㈱メディカル技研 8,240 〃

ソルトコンソー 
シアム㈲

5,431 〃

岩狭朋一 3,210 〃

中島信弘 2,969 〃

㈱ヨシハシ 1,982 〃

セラフィック㈱ 1,890 〃

㈱春夏秋冬 1,425 〃

㈱三田屋 1,402 〃

㈲ヒール 1,187 〃

その他36社 15,239 〃

合計 51,991

 

保証先
金額
(千円)

内容

㈲アースプラン
ネット

6,239
開業サポート取引
における引取保証

㈱メディカル技研 6,134 〃

岩狭朋一 2,522 〃

中島信弘 2,333 〃

ソルトコンソー
シアム㈲

798 〃

㈱春夏秋冬 239 〃

その他27社 1,959 〃

合計 20,226

※３ 店舗固定資産 

   店舗固定資産の内訳は次のとおりです。

※３ 店舗固定資産 

   店舗固定資産の内訳は次のとおりです。

取得価額 
(千円)

減価償却 
累計額 
(千円)

帳簿価額
(千円)

建物 1,448,600 176,532 1,272,068

その他 
(工具器具 
備品)

292,981 46,208 246,772

合計 1,741,581 222,741 1,518,840

取得価額
(千円)

減価償却 
累計額 
(千円)

帳簿価額 
(千円)

建物 2,792,653 458,611 2,334,041

その他
(工具器具 
備品)

1,036,623 152,622 884,001

合計 3,829,277 611,233 3,218,043

※４ 業務委託型店舗資産 

   業務委託型店舗資産の内訳は、次のとおりです。

※４ 業務委託型店舗資産 

   業務委託型店舗資産の内訳は、次のとおりです。

敷金・保証金 1,841,301千円

長期前払費用    264,009

長期貸付金(建設協力金)     20,390

その他     11,183

合計  2,136,886

敷金・保証金 2,864,293千円

長期前払費用    293,882

長期貸付金(建設協力金)     20,751

その他         27

合計  3,178,954

 



 
  

前連結会計年度
(平成18年２月28日)

当連結会計年度
(平成19年２月28日)

５ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行２行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。これら契約に基づく当連結

会計年度末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

５ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行２行、保険会社１社と当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約を締結しております。これら契約

に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次の

とおりであります。

 

当座貸越極度額及び 
貸出コミットメントの総額

1,300,000千円

借入実行残高  1,200,000

差引額   100,000
 

当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの総額

3,200,000千円

借入実行残高  2,700,000

差引額   500,000



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

 

給与手当 342,328千円

役員報酬 138,356

雑給 447,453

支払報酬 72,802

法定福利費 57,985

長期前払費用償却費 4,575

営業権償却費 82,156

賞与引当金繰入額 20,439

減価償却費 15,424

ソフトウェア償却費 4,024

貸倒引当金繰入額 48,883

貸倒損失 19,491

連結調整勘定償却費 87,831
 

給与手当 287,219千円

役員報酬 145,414

支払報酬 141,187

法定福利費 68,980

地代家賃 113,823

長期前払費用償却費 1,477

のれん償却費 44,478

賞与引当金繰入額 26,120

役員賞与引当金繰入額 36,500

減価償却費 23,516

ソフトウェア償却費 5,083

貸倒引当金繰入額 88,594

貸倒損失 44,491

「営業権償却費」は、当連結会計年度より「のれ
ん償却費」として処理しております。

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ※２          ─

車輌運搬具 527千円

※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

   店舗固定資産

※３          ─

 建物 297千円

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

   店舗固定資産

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

   

 

建物 17,783千円

工具器具備品 14,019

計 31,803

建物 108,790千円

工具器具備品 5,157

店舗固定資産

 建物    838

工具器具備品   1,576

のれん     8,611

計   124,973

※５ 子会社売却による整理損の内容は次のとおりであ

ります。

※５                ―

貸倒引当金繰入額 23,902千円

投資有価証券評価損 30,240

計 54,142



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

第三者割当増資による増加    14,500株 

新株予約権の行使による増加    150株 

  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

取締役会決議による取得     535株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

 
      (注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

 ２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

     第５回新株予約権の減少は退職による失権によるものであります。 

   ３ ストックオプションとしての第７回新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

  

４ 配当に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

  
  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株)    59,705    14,650    ─   74,355

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株)     ─     535    ─    535

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(千円)

前連結会計
年度末

増加 減少
当連結 

会計年度末

提出会社

第３回新株予約権 普通株式 1,400 ― ― 1,400 13,941

第５回新株予約権 普通株式 2,084 ― 98 1,986 21,593

ストックオプション
としての第７回新株
予約権

― ― ― ― ― 2,259

合計 3,484 ― 98 3,386 37,794



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,918,745千円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金

△400,000

現金及び現金同等物 3,518,745

現金及び預金 6,574,687千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

 
△400,072

現金及び現金同等物 6,174,615

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳

  ① 株式会社エフエルシー(以下ＦＬＣという)

株式の取得により新たにＦＬＣを連結したこと

に伴う連結開始時の資産及び負債の内訳ならびに

ＦＬＣ株式の取得価額とＦＬＣ取得のための支出

(純額)との関係は以下のとおりであります。

※２          ―

流動資産 262,406千円

固定資産 22,500

連結調整勘定 479,079

流動負債 △552,306

固定負債 ―

少数株主持分 ―

ＦＬＣ株式の取得価額 211,680

ＦＬＣ現金及び現金同等物 △84,868

差引：ＦＬＣ社取得の 
   ための支出

126,811

② 株式会社フーディーズ(以下フーディーズとい

う)

株式の取得により新たにフーディーズを連結し

たことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳な

らびにフーディーズ株式の取得価額とフーディー

ズ取得のための支出(純額)との関係は以下のとお

りであります。

流動資産 109,632千円

固定資産 17,744

流動負債 △39,251

固定負債 △4,620

連結調整勘定 △7,989

少数株主持分 △25,515

フーディーズ株式の取得価額 50,000

フーディーズ現金及び 
現金同等物

△77,866

差引：フーディーズ社取得の 
   ための支出

△27,866



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

※３ 当連結会計年度に株式の売却により連結子会社で

なくなった会社の資産及び負債の主な内訳

① 株式会社ワイズフードサービス(以下Ｙ'Ｓとい

う)

株式の売却によりＹ'Ｓ社が連結子会社でなく

なったことに伴う売却時の資産及び負債の内訳な

らびにＹ'Ｓ株式の売却価額と売却による収入は

次のとおりであります。

※３          ―

流動資産 26,764千円

固定資産 48,463

連結調整勘定 ―

流動負債 △12,537

固定負債 △38,166

少数株主持分 ―

計 24,524

売却持分(80.0％) 19,619

株式売却益 △3,619

Ｙ'Ｓ株式の売却価額 16,000

Ｙ'Ｓ現金及び現金同等物 △4,253

差引：売却による収入 11,746

② 株式会社エフエルシー(以下ＦＬＣという)

株式の売却によりＦＬＣ社が連結子会社でなく

なったことに伴う売却時の資産及び負債の内訳な

らびにＦＬＣ株式の売却価額と売却による収入は

次のとおりであります。

流動資産 346,088千円

固定資産 478,342

連結調整勘定 391,248

流動負債 △935,968

固定負債 △129,732

少数株主持分 ―

計 149,978

売却持分(79.8％) 119,738

株式売却益 61,701

ＦＬＣ株式の売却価額 181,440

売却価額の未入金額 △181,440

ＦＬＣ現金及び現金同等物 △52,371

連結除外による実現益 49,715

差引：売却による収入 △2,656



次へ 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

③ 株式会社フーディーズ(以下フーディーズとい

う)

株式の売却によりフーディーズ社が連結子会社

でなくなったことに伴う売却時の資産及び負債の

内訳ならびにフーディーズ株式の売却価額と売却

による収入は次のとおりであります。

流動資産 189,322千円

固定資産 42,993

流動負債 △111,760

固定負債 △34,077

連結調整勘定 △6,791

少数株主持分 △26,495

計 53,190

売却持分(51.0％) 27,127

株式売却益 △1,627

フーディーズ株式の売却価額 25,500

フーディーズ現金及び 
現金同等物

△124,187

連結除外による実現益 15,308

差引：売却による収入 △83,378



(リース取引関係) 

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

 リース取引は行っておりますが、１件当たりの金額

が少額であるため連結財務諸表規則第15条の３より、

リース取引関係の注記は記載しておりません。

 

 

 

 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

①リース物件の取得価額相当額、 

 減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

その他
(車輌運搬具)
（千円）

その他 
(工具器具備品) 

（千円）

合計 
（千円）

取得価額
相当額

12,412 9,573 21,985

減価償却
累計額 
相当額

6,817 2,481 9,298

期末残高
相当額

5,594 7,092 12,686

②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 4,596 千円

１年超 9,054

合計 13,650

③支払リース料、減価償却費相当額 

 及び支払利息相当額

支払リース料 3,179 千円

減価償却費相当額 2,434

支払利息相当額 1,078

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

２ オペレーティング・リース取引

  （借主側）

  未経過リース料

１年以内 2,001 千円

１年超 5,824

合計 7,825



(有価証券関係) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
（注）表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度におい 

   て減損処理を行い、投資有価証券評価損5,433千円を計上しております。 

  

２ 前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

区分

前連結会計年度
(平成18年２月28日)

当連結会計年度 
(平成19年２月28日)

取得原価

連結決算日
における 
連結貸借 

対照表計上額

差額 取得原価

連結決算日 
における 
連結貸借 

対照表計上額

差額

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

① 株式 ─ ─ ─ ─ ─ ─

② 債券 ─ ─ ─ ─ ─ ─

③ その他 ─ ─ ─ ─ ─ ─

小計 ─ ─ ─ ─ ─ ─

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

① 株式 ─ ─ ─ 3,380 3,380 ─

② 債券 ─ ─ ─ ─ ─ ─

③ その他 ─ ─ ─ ─ ─ ─

小計 ─ ─ ─ 3,380 3,380 ─

合計 ─ ─ ─ 3,380 3,380 ─

区分
前連結会計年度

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

売却額(千円) 10,097 12,072

売却益の合計額(千円) 12 57

売却損の合計額(千円) ― ─

前連結会計年度
(平成18年２月28日)

当連結会計年度 
(平成19年２月28日)

連結貸借対照表計上額(千円) 連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

 営業投資有価証券に属するもの

  非上場株式 ─ 400,047

 投資有価証券に属するもの

  非上場株式 144,255 132,240

  合同会社の出資金 ─ 79,000



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

当社グループは、ヘッジ会計を適用しているので該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

当社グループは、ヘッジ会計を適用しているので該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

(1) 取引の内容

利用しているデリバティブ取引は金利スワップであ

ります。

(1) 取引の内容

同左

(2) 取引の利用目的及び取引に対する取組方針

金融負債に係る金利変動リスクを回避することを目

的として実施するものであり、投機的な取引は行わな

い方針であります。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。

(2) 取引の利用目的及び取引に対する取組方針

同左

① ヘッジ会計の方法

金利スワップについては特例処理を採用してお

ります。

② ヘッジ対象とヘッジ手段

    (ヘッジ手段)    (ヘッジ対象)

    金利スワップ     借入金利息

③ ヘッジ方針

主として借入金の金利変動リスクを回避する目

的で金利スワップ取引を行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を満たしている

ため、決算日における有効性の評価を省略してお

ります。

(3) 取引に係るリスクの内容

金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを

有しております。

また、取引の相手方が債務不履行に陥る信用リスク

については、相手先金融機関の債務不履行による損失

の発生はほとんどないものと認識しております。

(3) 取引に係るリスクの内容

同左

(4) 取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引は、管理本部長から取締役会への

申請許可事項とし、執行後は管理本部内においてデリ

バティブ取引の残高状況等を把握し、随時管理本部長

に報告されます。管理本部長は必要と認められる場合

に、社長、取締役会に報告いたします。

(4) 取引に係るリスク管理体制

同左



次へ 

(退職給付関係) 

前連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

該当事項はありません。 

  



(ストック・オプション等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

１．連結財務諸表への影響額 

      販売費及び一般管理費の株式報酬費用 2,259千円 

      特別利益の新株予約権戻入益     1,065千円 

  

２．ストック・オプションの内容及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

 
  

 
  

 
  

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年７月１日

付与対象者の区分及び人数
当社の取締役、監査役、顧問及び従業員
27名

株式の種類及び付与数 普通株式 500株

付与日 平成14年７月１日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません

権利行使期間
平成16年７月１日
～平成19年６月30日

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年７月31日

付与対象者の区分及び人数
当社の取締役、監査役及び従業員、外部
協力者 43名

株式の種類及び付与数 普通株式 265株

付与日 平成16年７月31日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません

権利行使期間
平成17年７月１日
～平成26年２月28日

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年11月１日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役 5名

株式の種類及び付与数 普通株式 1,400株

付与日 平成17年11月１日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません

権利行使期間
平成18年３月１日
～平成20年２月29日



 
  

 
  

 
  

会社名 提出会社

決議年月日 平成18年２月８日

付与対象者の区分及び人数
当社及び当社の完全子会社の役員及び従
業員 47名

株式の種類及び付与数 普通株式 2,084株

付与日 平成18年２月８日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません

権利行使期間
平成18年６月１日
～平成20年４月11日

会社名 提出会社

決議年月日 平成18年３月17日

付与対象者の区分及び人数
当社及び当社の完全子会社の取締役、監
査役、従業員 54名

株式の種類及び付与数 普通株式 860株

付与日 平成18年３月17日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません

権利行使期間
平成19年10月15日
～平成27年10月14日

会社名 提出会社

決議年月日 平成18年５月17日

付与対象者の区分及び人数
当社及び当社の完全子会社の従業員
11名

株式の種類及び付与数 普通株式 40株

付与日 平成18年５月17日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません

権利行使期間
平成19年10月15日
～平成27年10月14日



(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 ①ストック・オプションの数 

 
  

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成14年７月１日 平成16年７月31日 平成17年11月１日

権利確定前

  期首(株) ― ― 1,400

  付与(株) ― ― ―

  失効(株) ― ― ―

  権利確定(株) ― ― 1,400

  未確定残(株) ― ― ―

権利確定後

  期首(株) 150 140 ―

  権利確定(株) ― ― 1,400

  権利行使(株) 150 ― ―

  失効(株) ― ― ―

  未行使残(株) ― 140 1,400

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成18年２月８日 平成18年３月17日 平成18年５月17日

権利確定前

  期首(株) 2,084 ― ―

  付与(株) ― 860 40

  失効(株) ― 61 6

  権利確定(株) 2,084 ― ―

  未確定残(株) ― 799 34

権利確定後

  期首(株) ― ― ―

  権利確定(株) 2,084 ― ―

  権利行使(株) ― ― ―

  失効(株) 98 ― ―

  未行使残(株) 1,986 ― ―



 ②単価情報 

 
  

 
  

３．当連結会計年度に付与された自社株式オプションの公正な評価単価の見積り方法 

(1)使用した算定技法 

 ブラック・ショールズ・モデルに基づき算定した同時期に発行する予定であった新株予約権

の評価単価を基礎とし、発行時の権利行使価格を考慮して算定しております。 

(2)使用した主な基礎数値及びその見積方法 

 ①株価変動性   66.24％ 

  平成17年12月26日を基準とした125日間ヒストリカル・ボラティリティを採用 

 ②予想残存期間  2.29年 

  平成17年12月26日から平成20年４月11日までの期間 

 ③予想配当      0円 

  過去の配当実績による 

 ④無リスク利子率 0.001％ 

  平成17年12月26日時点における無担保コール翌日物レート 

  

４．ストック・オプションの権利確定数の見積り方法 

  将来の失効数の合理的な見積は困難であるため、実績の失効数のみを反映させる方式を採用 

  しております。 

  

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成14年７月１日 平成16年７月31日 平成17年11月１日

権利行使価格(円) 20,000 40,000 550,000

行使時平均株価(円) 276,454 ― ―

付与日における公正
な評価単価(円)

― ― ―

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成18年２月８日 平成18年３月17日 平成18年５月17日

権利行使価格(円) 312,480 290,640 338,100

行使時平均株価(円) ― ― ―

付与日における公正
な評価単価(円)

― ― 119,045



前へ 

(税効果会計関係) 

  

 

  

  

  

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 繰延税金資産

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 繰延税金資産

 

未払事業税否認 47,478千円

保証損失引当金否認 2,270

レンタル取引益金算入 6,775

割賦販売未実現利益 27,599

賞与引当金否認 5,925

減価償却超過額 9,388

営業預託金収益計上不足 92,595

貸倒引当金 9,057

土地売却益 101,725

その他 4,359

繰延税金資産計 307,175

繰延税金資産の純額 307,175
 

 

未払事業税否認 39,121千円

保証損失引当金否認 1,682

レンタル取引益金算入 10,208

割賦販売未実現利益 25,095

賞与引当金否認 10,911

減価償却超過額 39,272

営業預託金収益計上不足 161,815

貸倒引当金 40,081

繰越欠損金 13,593

その他 43,220

繰延税金資産計 385,001

 繰延税金負債

未収事業税 10,957

繰延税金負債計 10,957

繰延税金資産の純額 374,043

(注) 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以

下の項目に含まれております。

(注) 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以

下の項目に含まれております。

流動資産 ―― 繰延税金資産 198,420千円

固定資産 ―― 繰延税金資産 108,754

流動資産 ―― 繰延税金資産 76,818千円

固定資産 ―― 繰延税金資産 297,225

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

         同左



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主なサービス 

(1) 店舗運営事業…………飲食店舗の運営及び飲食店舗委託運営 

(業務委託型店舗運営、直営店舗運営、サブレント等) 

(2) 店舗総合支援事業……飲食店舗の運営に係る総合サービスの提供 

(開業サポート、割賦・レンタル販売、店舗売買、物品販売、内装工事、 

不動産仲介等) 

３ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用は311,875千円であり、主なものは提

出会社の総務・経理部門等の管理部門にかかる費用であります。 

４ 資産のうち、「消去又は全社」の項目に含めた全社資産は2,493,663千円であり、主なものは、提出会社で

の余資運用資金(現金及び預金)及び管理部門に係る資産であります。 

５ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額は含まれておりません。 

  

店舗運営事業 
(千円)

店舗総合支援
事業 
(千円)

計(千円)
消去又は 
全社(千円)

連結 
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

   売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 7,136,333 2,576,812 9,713,146 ― 9,713,146

 (2) セグメント間の内部売上高 
   又は振替高

4,780 17,651 22,431 △22,431 ―

計 7,141,114 2,594,463 9,735,577 △22,431 9,713,146

   営業費用 6,105,284 2,579,795 8,685,079 128,614 8,813,694

   営業利益 1,035,829 14,668 1,050,497 △151,046 899,451

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
  資本的支出

   資産 7,827,572 1,206,919 9,034,492 2,493,663 11,528,156

   減価償却費 276,598 9,447 286,045 8,578 294,624

   資本的支出 1,907,370 89,200 1,996,571 17,643 2,014,214



当連結会計年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

 
  
(注) １ 事業区分の方法 

事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主なサービス 

(1) 店舗運営事業…………飲食店舗の運営及び飲食店舗委託運営 

            (業務委託型店舗運営、サブレント等) 

(2) 店舗総合サービス事業……飲食店舗の運営に係る総合サービスの提供 

            (開業サポート、割賦・レンタル販売、商品販売等) 

(3) 店舗不動産事業………飲食向け不動産に係る事業 

            (店舗の出店に適した不動産の取得・売却、不動産の管理等) 

(4) 店舗コンサルティング事業……飲食店舗に係るコンサルティングサービス等の提供 

            (業態開発・発掘、店舗運営本部、店舗再生コンサルティング等) 

(5) プライベート・エクイティ事業……プライベート・エクイティ投資 

            (プライベート・エクイティ・ファンドの運用管理、 

             飲食ビジネスのインキュベーション等） 

３ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用は379,269千円であり、主なものは提

出会社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、「消去又は全社」の項目に含めた全社資産は1,922,045千円であり、主なものは、提出会社で

の余資運用資金(現金及び預金)及び管理部門に係る資産であります。 

５ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額は含まれておりません。 

６  会計方針の変更 

（1）ストック・オプション等に関する会計基準等 

「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、「ストック・オプション等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会平成17年12月27日 企業会計基準第８号）及び「ストック・オプション等に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 最終改正平成18年５月31日 企業会計基準適用指針第11号）を

適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて「消去又は全社」の営業費用は

2,259千円増加し、営業利益が同額減少しております。 

  （2）役員賞与に関する会計基準 

「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号）に従い、発生時に費用処理しております。この変更に伴

い、従来の方法によった場合に比べて営業費用が「店舗運営事業」で10,000千円、「店舗総合サービス事

業」で4,000千円、「店舗コンサルティング事業」で6,000千円、「プライベート・エクイティ事業」で

4,000千円、「消去又は全社」で12,500千円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。 

  

店舗運営事
業 

(千円)

店舗総合サ
ービス 

事業(千円)

店舗不動産
事業(千円)

店舗コンサ
ルティング

事業 
(千円)

プライベー
ト・エクイ
ティ事業 
(千円)

計
(千円)

消去又は全
社 

(千円)

連結
(千円)

Ⅰ 売上高及び
営業損益

(1) 外 部 顧 客
に対する売上
高

12,826,753 1,271,075 4,502,357 1,238,750 65,737 19,904,673 ― 19,904,673

(2)  セグメン
ト間の内部売
上高又は振替
高

247,059 38,178 5,113 ― 46,021 336,373 △336,373 ―

計 13,073,812 1,309,254 4,507,470 1,238,750 111,759 20,241,047 △336,373 19,904,673

営業費用 12,325,572 1,141,750 3,450,518 1,139,660 105,739 18,163,241 △345,871 17,817,369

営業利益 748,240 167,503 1,056,951 99,089 6,020 2,077,805 9,498 2,087,304

Ⅱ 資 産、減 価
償却費及び
資本的支出

資産 11,089,177 1,881,310 6,952,120 1,068,752 1,308,446 22,299,807 1,922,045 24,221,852

減価償却費 472,805 10,012 20 59,825 80 542,744 24,465 567,210

資本的支出 2,896,992 36,323 500 823,637 240 3,757,694 75,816 3,833,510



７ 追加情報 

（1）当連結会計年度より、新たに「店舗不動産事業」、「店舗コンサルティング事業」、「プライベー

ト・エクイティ事業」を追加しておりますが、これは新規事業の開始及び連結子会社の増加によるものであ

り、事業区分の変更ではありません。 

（2）当連結会計年度より「店舗総合支援事業」から「店舗総合サービス事業」へセグメントの名称を変更

しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありま

せん。 

  

当連結会計年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありま

せん。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

(1) 役員及び個人主要株主等 

  

 
上記の金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。 

(取引条件及び取引条件の決定方針など) 

(注) １ 車輌の購入、売却については先方からの見積と他社の一般的取引条件を吟味した上で合理的に決定しており

ます。 

２ ㈲エンパイアオートカスタムは、平成17年５月21日辞任の元代表取締役江藤鉄男の近親者が過半数を所有し

ている会社であります。従って、平成17年５月21日までの取引を記載しております。 

  

当連結会計年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

該当事項はありません。 

  
  

  

  

  

  

  

  

属性 氏名 住所

資本金
又は 

出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等の
所有 

(被所有) 
割合(％)

関係内容
取引の
内容

取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会 社 等
(当該会
社等の子
会社を含
む)

㈲エンパイ
アオートカ
スタム

埼玉県 
入間市

3,000 中古車販売業 ― ―
車輌の
購入売
却

車輌購入 1,635 ― ―

車両売却 2,666 ― ―



(１株当たり情報) 

  

 
  

  (注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１株当たり純資産額 101,202円10銭

１株当たり当期純利益金額 8,942円75銭

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額

8,715円87銭

１株当たり純資産額 156,967円23銭

１株当たり当期純利益金額 16,067円85銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

16,039円72銭

当社は、平成17年４月22日付で株式１株につき５株の

株式分割を行っております。

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前連結会計年度における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。

１株当たり純資産額 39,243円11銭

１株当たり当期純利益金額 7,672円99銭

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金

7,547円51銭

項 目
前連結会計年度

（平成18年２月28日）
当連結会計年度 

（平成19年２月28日）

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） ― 11,677,784

普通株式に係る純資産額（千円） ― 11,587,320

差額の主な内訳（千円）

 新株予約権 ― 37,794

 少数株主持分 ― 52,669

普通株式の発行済株式数（株） ― 74,355

普通株式の自己株式数（株） ― 535

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株
式の数（株）

― 73,820



２ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１株当たり当期純利益金額

 当期純利益(千円) 430,128 1,141,572

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ─

 普通株式に係る当期純利益(千円) 430,128 1,141,572

 期中平均株式数(株) 48,098 71,047

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

 当期純利益調整額(千円) ― ─

 普通株式増加数(株) 1,252 124.6

 (うち新株予約権) (1,252) (124.6)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式の概要

第３回新株予約権 

第５回新株予約権

第３回新株予約権 

第５回新株予約権 

第６回新株予約権 

第７回新株予約権



(重要な後発事象) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

(株式会社TOKYO Capitalの設立)

平成18年３月31日に株式会社TOKYO Capitalを資本金

50,000千円、当社の議決権比率100％で設立しておりま

す。

主要な事業内容は、プライベート・エクイティ事業で

あります。

(株式会社みずほ銀行とのコミットメントライン契約の

締結)

平成18年３月29日付で、資金調達の機動性および安定

性を高めることを目的に株式会社みずほ銀行とコミット

メントライン契約を締結しております。

(1) 契約内容 使途を限定したコミットメントライン

(2) 融資枠設定   13億円

(3) 契約期間    平成18年３月29日から10年間 

 

(シンジケーション方式によるコミットメントライン契

約の締結)

(1) 契約内容    シンジケーション方式によるコミ

ットメントライン

(2) 融資枠設定   16億円

(3) 契約期間    平成18年４月14日から５年間

(4) アレンジャー兼エージェント 

          株式会社みずほ銀行

(5) 参加金融機関  株式会社みずほ銀行 

          株式会社みずほ信託銀行 

          株式会社富士火災海上保険

(ストックオプション制度の導入)

平成17年10月14日開催の臨時株主総会の決議に基づき

平成18年３月17日及び平成18年５月17日に新株予約権を

発行しております。

① 新株予約権の内容(平成18年３月17日)

新株予約権の数 860個

新株予約権の目的とな
る株式の種類及び数

普通株式 860株 

(新株予約権１個につき 

       普通株式１個)

新株予約権の発行価額 無償

新株予約権の行使時の
払込価額

312,480円

新株予約権の行使期間
平成19年10月15日から 

平成27年10月14日まで



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

新株予約権の行使条件

(ⅰ)新株予約権者は権利行使

時においても、当社また

は子会社の取締役、監査

役、顧問もしくは従業員

の地位にあることを要

す。ただし、任期満了に

よる退任、社命による他

社への転籍、その他当社

が認める正当な理由があ

る場合にはこの限りでは

ない。

(ⅱ)新株予約権者が死亡した

場合は、相続人がその権

利を行使することができ

る。

(ⅲ)その他の行使の条件につ

いては、平成17年10月14

日の臨時株主総会の承認

および平成18年３月17日

開催の取締役会決議に基

づき、当社と新株予約権

者との間で締結する新株

予約権割当契約に定める

ところによる。

新株予約権の消却の 
事由及び条件

(ⅰ)新株予約権者が権利行使

する前に、上記に規定す

る条件を充たさなくなっ

た場合には、その新株予

約権については、無償で

消却することができる。

(ⅱ)当社が消滅会社となる合

併契約書が承認されたと

き、当社が完全子会社と

なる株式交換契約書承認

または株式移転承認議案

が株主総会で承認された

ときは、新株予約権は無

償で消却することができ

る。

有利な条件の内容

当社および当社の完全子会

社の取締役、監査役および従

業員に対して新株予約権を無

償で発行した。



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

② 新株予約権の内容(平成18年５月17日)

新株予約権の数 40個

新株予約権の目的とな
る株式の種類及び数

普通株式 40株

(新株予約権１個につき

普通株式１個)

新株予約権の発行価額 無償

新株予約権の行使時の
払込価額

338,100円

新株予約権の行使期間
平成19年10月15日から 

平成27年10月14日まで

新株予約権の行使条件

(ⅰ)新株予約権者は権利行使

時においても、当社また

は子会社の取締役、監査

役、顧問もしくは従業員

の地位にあることを要

す。ただし、任期満了に

よる退任、社命による他

社への転籍、その他当社

が認める正当な理由があ

る場合にはこの限りでは

ない。

(ⅱ)新株予約権者が死亡した

場合は、相続人がその権

利を行使することができ

る。

(ⅲ)その他の行使の条件につ

いては、平成17年10月14

日の臨時株主総会の承認

および平成18年５月17日

開催の取締役会決議に基

づき、当社と新株予約権

者との間で締結する新株

予約権割当契約に定める

ところによる。

新株予約権の消却の 
事由及び条件

(ⅰ)新株予約権者が権利行使

する前に、上記に規定す

る条件を充たさなくなっ

た場合には、その新株予

約権については、無償で

消却することができる。

(ⅱ)当社が消滅会社となる合

併契約書が承認されたと

き、当社が完全子会社と

なる株式交換契約書承認

または株式移転承認議案

が株主総会で承認された

ときは、新株予約権は無

償で消却することができ

る。

有利な条件の内容

当社および当社の完全子会

社の従業員に対して新株予約

権を無償で発行した。



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

(第三者割当による新株式の発行)

平成18年５月１日開催の当社取締役会において、第三

者割当による新株式の発行に関し、下記のとおり決議い

たしました。概要は以下のとおりであります。

１. 新株式発行要領

(1) 発行新株式数 普通株式 14,500株

(2) 発行価額 １株につき金312,480円

(3) 発行価額の総額 4,530,960,000円

(4) 資本組入額 １株につき156,240円

(5) 資本組入額の総額 2,265,480,000円

(6) 申込期日 平成18年５月22日

(7) 払込期日 平成18年５月22日

(8) 配当起算日 平成18年３月１日

(9) 割当先及び株式数 MACバイアウト・ファンド

第１号投資事業有限責任組

合       10,600株

セブンシーズホールディン

グス株式会社   3,900株

(10) 新株式の継続保有の取決めに関する事項

当社は、新株の割当先との間において、割当新株

式を発行日から２年以内に譲渡する場合にはその内

容を当社に報告する旨の確約を割当先から得ていま

す。

(11) 前記各号については、証券取引法による届出の効

力発生を条件とします。

  (注) 発行価額の決定方法 

新株１株当たりの発行価額は、平成18年４月

28日までの１ヶ月間の株式会社名古屋証券取引

所における当社出来高加重平均価格の平均値に

98.09％を乗じた金額といたしました。

 

 

２．今回の増資による発行済株式総数の推移

期末現在の発行済株式総数 59,705株

増資による増加株式数 14,500株

増資後発行済株式総数 74,205株



前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

(シンジケーション方式によるコミットメントライン契

約の締結)

 平成19年３月30日付で資産調達の機動性及び安定性を

高めることを目的に株式会社三菱東京UFJ銀行ほか２行

とシンジケーション方式によるコミットメントライン契

約を終結しております。

(1) 契約内容    シンジケーション方式による 

コミットメントライン

(2) 融資枠設定   16億円

(3) 契約期間    平成19年３月30日から 

平成24年３月31日まで

(4) アレンジャー兼エージェント 

株式会社三菱東京UFJ銀行

(5) 参加金融機関  株式会社三菱東京UFJ銀行 

日証金信託銀行株式会社 

株式会社第三銀行 

 

（株式会社リンク・ワンの株式取得並びに子会社化） 

 平成19年３月23日開催の取締役会において株式会社リ

ンク・ワンの株式を取得し子会社化することを決議し、

平成19年４月９日払込を実施いたしました。

(1) 取得する株式の会社の概要

 ① 商号：株式会社リンク・ワン 

 ② 所在地：東京都渋谷区桜丘町20番1号 

 ③ 事業内容：人材関連事業、 

        ＦＣ・直営店関連事業 

 ④ 資本金：607,076千円 

 ⑤ 決算期：４月末日 

 ⑥ 事業規模（平成18年４月連結） 

   売上高：   4,022百万円 

   経常利益：   251百万円 

   当期純利益：   73百万円 

   総資産：     3,513百万円 

   純資産：     1,307百万円

(2) 株式取得の内容

 ①割当先 

   ＴＲＮコーポレーション株式会社 8,000株 

   ＴＣＶＰ４号投資事業組合    3,600株 

 ②所有株式数及び所有割合 

   異動前の所有株式数    0株 

   取得株式数     11,600株（65.61％） 

   異動後の所有株式数 11,600株（65.61％）

(3) 株式取得の目的

 リンク・ワンの財務体質強化を支援するとともに、

リンク・ワンの持つ「プロ店長派遣事業」をはじめと

した飲食店を対象とした人材サービス事業をグループ

内に持つことにより、サービスの向上を目指すもので

あります。



前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

（持分法適用関連会社持分の売却）

 平成19年４月16日付で、当社の持分法適用関連会社で

あるトライゴン有限会社の持分を売却いたしました。そ

の概要は次のとおりであります。

（1）売却した持分法適用関連会社の概要

 ① 商号：トライゴン有限会社 

 ② 所在地：東京都渋谷区渋谷三丁目11番11号 

 ③ 事業内容：飲食店経営、 

        飲食店にまつわるコンサルティング 

 ④ 資本金：10百万円 

 ⑤ 決算期：４月末日 

 ⑥ 事業規模（平成18年４月期実績） 

   売上高：107百万円

(2) 持分売却の内容

 ①売却先 

   橋田 佳明氏 

 ②所有議決権数及び所有割合 

  異動前の所有議決権数  40個（20.0％） 

  異動後の所有議決権数   0個（ 0.0％）

(3) 持分売却の目的

 当初の出資の目的であるトライゴンの財務体質強化

の役割は終了したこと及び今後の当社とトライゴンの

事業上の連携を鑑みるに、トライゴンにおいてその代

表である橋田氏の強いリーダーシップが必要な時期に

来たものと判断したため、当社の全持分を橋田氏に譲

渡しました。



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) １ ( )内書は、１年以内の償還予定額であります。 

２ 社債(１年以内に償還予定のものを除く。)の連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

  

 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであり

ます。 

  

 
  

(2) 【その他】 

訴訟 

「第５ 経理の状況 ２ 財務諸表等 (3) その他」に記載のとおりであります。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率
(％)

担保 償還期限

ＴＲＮコーポレー
ション株式会社

第１回無担保社債(株
式会社三井住友銀行
保証付及び適格機関
投資家限定)

平成16年
６月30日

55,000
25,000
(25,000)

0.7 無担保
平成19年
６月29日

ＴＲＮコーポレー
ション株式会社

第２回無担保社債(株
式会社みずほ銀行保
証付及び適格機関投
資家限定)

平成17年
９月30日

300,000
240,000
(60,000)

0.81 無担保
平成22年
９月30日

ＴＲＮコーポレー
ション株式会社

第３回無担保社債(株
式会社三菱東京ＵＦ
Ｊ銀行保証付及び適
格機関投資家限定)

平成17年
12月21日

300,000
240,000
(60,000)

0.50 無担保
平成22年
12月21日

合計 ― ― 655,000
505,000
(145,000)

― ― ―

１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

社債 120,000 120,000 120,000 ─

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 450,000 3,300,000 1.89 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 401,660 1,012,060 1.58 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

1,399,850 3,875,290 1.69
平成20年３月～
平成28年２月

その他有利子負債 ― ─ ― ―

計 2,251,510 8,187,350 ― ―

１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

長期借入金 1,605,960 946,830 775,000 190,000



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

 
  

前事業年度
(平成18年２月28日)

当事業年度 
(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,938,419 1,069,786

 ２ 貯蔵品 204 292

 ３ 金外信託 ※６ ― 367,775

 ４ 前払費用 7,344 13,707

 ５ 繰延税金資産 120,461 20,728

 ６ 関係会社短期貸付金  3,940,222 13,175,609

 ７ 未収入金  ※１ 204,411 310,078

 ８ その他 36,800 130,157

   貸倒引当金 △183,853 △18

  流動資産合計 6,064,012 67.6 15,088,119 79.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 9,769 37,406

    減価償却累計額 3,034 6,735 7,651 29,754

  (2) 車輌運搬具 6,543 6,543

    減価償却累計額 1,979 4,563 3,645 2,898

  (3) 工具器具備品 17,109 49,406

    減価償却累計額 8,523 8,586 18,493 30,913

   有形固定資産合計 19,885 0.2 63,566 0.3

 ２ 無形固定資産

   ソフトウェア 7,566 9,429

   無形固定資産合計 7,566 0.1 9,429 0.0



 
  

前事業年度
(平成18年２月28日)

当事業年度 
(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 144,255 135,620

  (2) 関係会社株式 2,576,514 3,682,621

  (3) 関係会社長期貸付金  11,145 ―

  (4) 長期貸付金 65,833 ―

  (5) 破産更生債権等 4,189 4,189

  (6) 長期前払費用 1,575 1,106

  (7) 繰延税金資産 7,347 1,295

  (8) その他 95,132 103,246

    貸倒引当金 △26,157 △4,189

  投資その他の資産合計 2,879,835 32.1 3,923,890 20.6

  固定資産合計 2,907,287 32.4 3,996,886 20.9

  資産合計 8,971,300 100.0 19,085,005 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 短期借入金 851,660 4,312,060

 ２ １年以内償還予定の社債 150,000 145,000

 ３ 未払金 40,743 16,471

 ４ 未払費用 8,519 18,544

 ５ 未払法人税等 95,985 605

 ６ 前受金 404 ―

 ７ 預り金  604 1,151

 ８ 賞与引当金 2,657 2,888

 ９ 役員賞与引当金 ― 12,500

 10 未実現利益 ※５ 250,000 ―

 11 その他 36,600 ―

  流動負債合計 1,437,176 16.0 4,509,220 23.6



 
  

前事業年度
(平成18年２月28日)

当事業年度 
(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 505,000 360,000

 ２ 長期借入金 1,399,850 3,875,290

  固定負債合計 1,904,850 21.3 4,235,290 22.2

  負債合計 3,342,026 37.3 8,744,510 45.8

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 2,633,930 29.3 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 2,495,150 ―

  資本剰余金合計 2,495,150 27.8 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 当期未処分利益 500,193 ―

  利益剰余金合計 500,193 5.6 ― ―

  資本合計 5,629,273 62.7 ― ―

  負債・資本合計 8,971,300 100.0 ― ―



 
  

前事業年度
(平成18年２月28日)

当事業年度 
(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 4,900,910 25.7

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 4,762,130

    資本剰余金合計 ― ― 4,762,130 25.0

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― 770,144

    利益剰余金合計 ― ― 770,144 4.0

 ４ 自己株式 ― ― △130,483 △0.7

   株主資本合計 ― ― 10,302,701 54.0

Ⅱ 新株予約権 ― ― 37,794 0.2

   純資産合計 ― ― 10,340,495 54.2

   負債・純資産合計 ― ― 19,085,005 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年３月１日
 至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 業務委託型店舗売上高 3,718,627 ―

 ２ 開業サポート売上高 86,272 ―

 ３ 店舗売買売上高 16,916 ―

 ４ 受取マネジメントフィー ※１ 264,676 369,000

 ５ 割賦売上  201,122 ―

 ６ 物品販売高  197,729 ―

 ７ 不動産売上高 ― 250,000

 ８ その他売上高 245,366 4,730,711 100.0 ― 619,000 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２

 １ 業務委託型店舗売上原価 3,282,327 ―

 ２ 店舗売買売上原価 10,595 ―

 ３ 割賦売上原価  156,981 ―

 ４ 物品売上原価  181,855 ―

 ５ その他売上原価 79,376 3,711,136 78.4 ― ― ―

  売上総利益 1,019,575 21.6 619,000 100.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※３ 603,462 12.8 386,134 62.4

   営業利益 416,112 8.8 232,865 37.6

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ※１ 4,672 203,643

 ２ 割賦販売受取利息 6,798 ―

 ３ 受取配当金 ― 460

 ４ 解約負担金収入 26,694 ―

 ５ その他 12,788 50,953 1.0 4,563 208,666 33.7



 
  

前事業年度
(自 平成17年３月１日
 至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 41,890 119,023

 ２ 社債利息 1,793 3,418

 ３ 新株発行費 8,630 ―

 ４ 株式交付費 ― 19,029

 ５ 社債発行費 19,935 ―

 ６ 保険解約損 8,769 ─

 ７ その他 10,055 91,075 1.9 23,199 164,671 26.6

  経常利益 375,991 7.9 276,860 44.7

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※４ 468 ―

 ２ 賞与引当金戻入益 172 ―

 ３ 貸倒引当金戻入益 ― 205,716

 ４ 投資有価証券売却益 12 57

 ５ 新株予約権戻入益 ― 1,065

 ６ 保証履行引当金戻入益  2,960 3,614 0.1 ― 206,840 33.4

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※５ 25,561 5,806

 ２ 子会社売却による整理損 ※５ 77,952 ―

 ３ 投資有価証券評価損 ― 5,433

 ４ 保険譲渡損 ― 10,353

 ５ 貸倒引当金繰入額  181,440 284,953 6.0 ― 21,593 3.5

   税引前当期純利益 94,652 2.0 462,107 74.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

191,839 86,373

   法人税等調整額 △149,939 41,899 0.9 105,783 192,157 31.0

   当期純利益 52,752 1.1 269,950 43.6

   前期繰越利益 447,441

   当期未処分利益 500,193



売上原価明細書 

(1) 業務委託型店舗売上原価明細書 

  

 
  

※１ 主な内訳は次のとおりです。 

  

 
  

※２ 主な内訳は次のとおりです。 

  

 

 
(2) 店舗売買等原価明細書 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

Ⅰ 業務委託料 2,728,298 83.1 ― ―

Ⅱ 賃借料 329,536 10.0 ― ―

Ⅲ 保険料 2,630 0.1 ― ―

Ⅳ 減価償却費 110,527 3.4 ― ―

Ⅴ 他勘定受入高  ※１ 87,167 2.7 ― ―

Ⅵ その他 ※２ 24,166 0.7 ― ―

当期業務委託型店舗売上原価 3,282,327 100.0 ― ―

項目 前事業年度 当事業年度

店舗固定資産 79,348千円 ─ 千円

営業権 7,819             ─ 

計 87,167                         ─    

項目 前事業年度 当事業年度

業務委託型店舗資産(長期前払費用)
償却費

20,697千円 ─ 千円

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

Ⅰ 店舗造作等仕入高 10,595 100.0 ─ ─

   当期店舗売買等原価 10,595 100.0 ─ ─



(3) 割賦売上原価 

  

 
  

(4) 物品売上原価 

  

 
  

(5) その他売上原価明細書 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

期首商品たな卸高 ― ― ─ ─

当期商品仕入高 156,981 100.0 ─ ─

計 156,981 100.0 ─ ─

期末商品たな卸高 ― ― ─ ─

割賦売上原価 156,981 100.0 ─ ─

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

期首商品たな卸高 ― ― ― ―

当期商品仕入高 181,855 100.0 ― ―

計 181,855 100.0 ― ―

期末商品たな卸高 ― ― ― ―

物品売上原価 181,855 100.0 ― ―

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 商品売上原価

  期首商品たな卸高 ― ─

  当期商品仕入高 ― ─

  期末商品たな卸高 ― ― ― ─ ─ ─

Ⅱ その他

  賃借料 66,876 ─

  支払手数料 9,864 ─

  その他 2,635 79,376 100.0 ─ ─ ─

    当期その他売上原価 79,376 100.0 ─ ─



③ 【利益処分計算書】 

前事業年度
(株主総会承認日 平成18年５月26日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 500,193

Ⅱ 次期繰越利益 500,193



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

  

 
  

 
  

  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年２月28日残高(千円) 2,633,930 2,495,150 2,495,150

事業年度中の変動額

 第三者割当による新株の発行 2,265,480 2,265,480 2,265,480

 新株予約権の行使による 
 新株の発行

1,500 1,500 1,500

 当期純利益

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) 2,266,980 2,266,980 2,266,980

平成19年２月28日残高(千円) 4,900,910 4,762,130 4,762,130

株主資本

新株予約権 純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年２月28日残高(千円) 500,193 500,193 ― 5,629,273 36,600 5,665,874

事業年度中の変動額

 第三者割当による新株の発行 4,530,960 4,530,960

 新株予約権の行使による 
 新株の発行

3,000 3,000

 当期純利益 269,950 269,950 269,950 269,950

 自己株式の取得 △130,483 △130,483 △130,483

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

1,193 1,193

事業年度中の変動額合計(千円) 269,950 269,950 △130,483 4,673,427 1,193 4,674,620

平成19年２月28日残高(千円) 770,144 770,144 △130,483 10,302,701 37,794 10,340,495



重要な会計方針 

  

項目
前事業年度

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法による原価法を採用し 

 ております。

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

        ―

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採用し

ております。

  時価のないもの

  移動平均法による原価法を 

採用しております。

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用し

ております。 

なお、投資事業有限責任組合への

出資（証券取引法第２条第２項に

より有価証券とみなされるもの）

については組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎とし持分相当額

を純額で取り込む方法によってお

ります。

２ たな卸資産の評価基準 

及び評価方法

(1) 商品

  個別法に基づく原価法を採用して 

 おります。

(1)       ─

(2) 貯蔵品

  最終仕入原価法による原価法を 

 採用しております。

(2) 貯蔵品

        同左

３ 固定資産の減価償却の 

方法

(1) 有形固定資産

 イ．店舗固定資産

   定額法を採用しております。

   なお、耐用年数は業務受託者 

 との契約期間によっており、 

 ５～10年であります。

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

  建物        ３～15年

  車輌運搬具     ２～６年

  工具器具備品    ４～10年

 ロ．上記以外

   定率法を採用しております。

   なお、主な耐用年数は次の 

 とおりであります。

   建物        ３～15年

   車輌運搬具     ２～６年

   工具器具備品    ３～10年

(2) 無形固定資産

  定額法を採用しております。

  なお、営業権については５年、 

 自社利用のソフトウェアについ 

 ては、社内における利用可能期 

 間(５年)に基づいております。

(2) 無形固定資産

同左

  なお、自社利用のソフトウェアに 

 ついては、社内における利用可能 

 期間(５年)に基づいております。

(3) 長期前払費用 

  均等償却を採用しております。

(3) 長期前払費用

同左



項目
前事業年度

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

４ 繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費

  支出時に全額費用として処理 

 しております。

(1)       ―

(2)      ― (2) 株式交付費

  支出時に全額費用として処理 

 しております。

(3) 社債発行費

  支出時に全額費用として処理 

 しております。

(3)       ─

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備え 

 るため、一般債権については貸 

 倒実績率により、貸倒懸念債権 

 等特定の債権については個別に 

 回収可能性を勘案し、回収不能 

 見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える 

 ため、当期に負担すべき支給 

 見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(3)       ─ 

 

(3) 役員賞与引当金 

 当社役員に対する賞与の支給に備

えるため、当事業年度に負担すべき

支給見込額を計上しております。

(4) 保証損失引当金

  引取保証契約の引取保証義務の 

 履行に係る損失に備えるため、 

 引取保証履行の契約に対して個 

 別に検討し、履行する可能性の 

 高いものについて引当計上を 

 行っております。

  また、その他の引取保証契約に 

 ついて、実績率による引当計上 

 を行っております。

(4)       ─

６ 収益及び費用の計上基準  割賦売上高は、検収基準により 

 販売価額の総額を計上しておりま 

 すが、割賦販売に係わる金利は   

 割賦売上高に含めないで営業外収 

 益の割賦販売受取利息に計上して 

 おります。長期割賦販売に係る割 

 賦販売受取利息については、割賦 

 金の回収期限到来基準によって 

 その実現額を計上しております。

―



 
  

  

項目
前事業年度

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転 

 すると認められるもの以外の 

 ファイナンス・リース取引に 

 ついては、通常の賃貸借取引に 

 係る方法に準じた会計処理に 

 よっております。

同左

８ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  金利スワップは特例処理の要件 

 を満たしておりますので、特例 

 処理を採用しております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  (ヘッジ手段)金利スワップ 

  (ヘッジ対象)借入金の利息

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

  借入金の金利変動リスクを回避  

 する目的で金利スワップ取引を 

 行っており、ヘッジ対象の識別 

 は個別契約毎に行っております。

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

  金利スワップは特例処理の要件 

 を満たしておりますので、 

 決算日における有効性の評価を 

 省略しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1) 消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処 

 理は税抜方式によっており、控 

 除対象外消費税及び地方消費税 

 は当期の費用として処理してお 

 ります。

(1) 消費税等の会計処理

 同左



会計方針の変更 

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する 

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準

適用指針第６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。

― （役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準

第４号）に従い、発生時に費用処理しております。 

 これにより従来の方法と比較して営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益が12,500千円減少しておりま

す。

― （企業結合に係る会計基準等） 

 当事業年度から「企業結合に係る会計基準」（企業

会計審議会 平成15年10月31日）及び「事業分離等に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月27日 企業会計基準第７号）並びに「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企

業会計基準委員会 最終改正平成18年12月22日 企業

会計基準適用指針第10号）を適用しております。

― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 

(自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正)

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の 

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）並びに改正後の「自己株式及び

準備金の額の減少等に関する会計基準」（企業会計 

基準委員会 最終改正平成18年８月11日 企業会計 

基準第１号）及び「自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会

最終改正平成18年８月11日 企業会計基準適用指針第

２号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

10,302,701千円であります。 

 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成して

おります。



前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

― （ストック・オプション等に関する会計基準等） 

 当事業年度から「ストック・オプション等に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準第８号）及び「ストック・オプション等

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会

最終改正平成18年５月31日 企業会計基準適用指針第

11号）を適用しております。 

 これにより、営業利益、経常利益、税引前当期純利

益が2,259千円減少しております。

― （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

 当事業年度から「繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年８月11日

実務対応報告第19号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。

 なお、「新株発行費」は当事業年度より「株式交付

費」として処理しております。 

 



表示方法の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

(貸借対照表) 

 「未収入金」は前事業年度まで、流動資産の「その

他」に含めて表示をしておりましたが、当事業年度にお

いて、資産の総額の100分の１を超えたため区分掲記し

ました。なお、前事業年度末の「未収入金」は、10,952

千円であります。 

 前事業年度まで区分掲記しておりました「敷金・保証

金(当事業年度 26,059千円)は、資産の総額の100分の

１以下となったため、投資その他の資産の「その他」に

含めて表示することとしました。          

― 

 

(損益計算書) 

 前事業年度まで区分掲記しておりました「業務委託契

約変更収益」(当事業年度 2,732千円)は、営業外収益

の100分の10以下となったため、「その他」に含めて表

示することとしました。 

 「割賦売上高」「物品販売高」「割賦売上原価」「物

品売上原価」は前事業年度まで売上高「その他」、売上

原価「その他」に含めて表示をしておりましたが、当事

業年度において、金額的重要性が増したため区分掲記し

ました。 

 なお、前事業年度における各々の金額は以下の通りで

あります。 

  割賦売上高             47,221千円 

  物品販売高             120,089千円 

  割賦売上原価            37,210千円 

  物品売上原価            11,237千円

― 

 



追加情報 

 
  

  

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

(外形標準課税) 

 「地方税法の一部を改正する法律（平成15年法律9

号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書の表示について

の実務上の取扱」（平成16年２月13日 企業会計基準

委員会 実務対応報告12号）に従い、法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理

費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が 15,651千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が同額

減少しております。

           ―

(受取マネジメントフィー)

 平成17年11月１日に会社分割により当社は、純粋持

株会社となりました。 

 各子会社に対する、経営指導料及び業務受託料につ

いて、「受取マネジメントフィー」として売上高に計

上しております。

―



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年２月28日)

当事業年度
(平成19年２月28日)

※１          ―

 

※１ 関係会社に対する資産及び負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。

未収入金 310,078千円

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 ※２          ―

 

授権株式数 普通株式 184,000株

発行済株式総数 普通株式 59,705株
 

 ３ 偶発債務

子会社である店舗流通ネット㈱の業務委託店舗の

賃貸借契約115件について、当社が連帯保証を行っ

ております。なお、平成18年２月28日時点における

子会社店舗流通ネット㈱における賃借債務はありま

せん。

 ３ 偶発債務

子会社である店舗流通ネット㈱の業務委託店舗の

賃貸借契約145件について、当社が連帯保証を行っ

ております。なお、平成19年２月28日時点における

子会社店舗流通ネット㈱における賃借債務はありま

せん。

４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行２行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。これら契約に基づく当事業

年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行２行保険会社１社と当座貸越契約及び貸出コミ

ットメント契約を締結しております。これら契約に

基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおり

であります。

当座貸越極度額及び 
貸出コミットメントの総額

1,300,000千円

借入実行残高 1,200,000

差引額 100,000

当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの総額

3,200,000千円

借入実行残高 2,700,000

差引額 500,000

※５ 未実現利益

当社は、当事業年度中に、商業店舗の開発用地を

仕入れ、その不動産を売却することによって250百

万円の差益を得ましたが、将来的に子会社である㈱

ボクサールが買い戻し、再開発後、再度第三者に売

却する契約があることから、当該差益を未実現利益

として流動負債の部に計上しました。

※５          ―

※６          ― ※６ 金外信託

「金外信託」は、取締役会の決議に基づく自己株

式の買い付けを公正に行うために、信託銀行と金庫

株専用金外信託契約を締結し、その契約により買付

けに要する資金を信託したものであります。



(損益計算書関係) 

  

 

 
  

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

※１          ―

 

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

以下のとおりであります。

受取マネジメントフィー 369,000千円

受取利息 199,557

※２          ― ※２ 平成17年11月１日に会社分割により当社は、純粋

持株会社になりました。 

 そのため、売上高の主なものは「受取マネジメン

トフィー」であり、当事業年度における売上原価の

計上はありません。

※３ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は以

下のとおりであります。

  (1) 販売費

※３ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は以

下のとおりであります。

  (1) 販売費

営業権償却費 42,401千円

広告宣伝費 12,875

運賃 1,700

貸倒引当金繰入額 26,494

貸倒損失 5,105

 
       ―

  (2) 一般管理費   (2) 一般管理費

 

役員報酬 34,589千円

給与手当 121,619

支払報酬 67,232

減価償却費 7,872

長期前払費用償却費 954

賞与引当金繰入額 8,689

租税公課 64,979

支払手数料 64,946

地代家賃 35,989

ソフトウェア償却費 3,904

役員報酬 40,300千円

給与手当 42,564

支払報酬 88,327

減価償却費 19,927

長期前払費用償却費 1,212

賞与引当金繰入額 2,888

役員賞与引当金繰入額 12,500

租税公課 32,083

支払手数料 26,276

地代家賃 29,326

ソフトウェア償却費 4,537

※４ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ※４          ―

 
車両運搬具 468千円

※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

   店舗固定資産

※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 

建物 14,813千円

工具器具備品 10,747

計 25,561
 

建物 5,402千円

工具器具備品 404

計 5,806

※６ 子会社売却による整理損の内容は次の通りであり

ます。

※６          ―

投資有価証券評価損 30,240千円

貸倒引当金繰入額 23,902

業務委託契約解約損 23,809

計 77,952

 



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は次の通りであります。 

 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） ─ 535 ─ 535

取締役会決議による取得 535株



(リース取引関係) 

 
  

  

(有価証券関係) 

前事業年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当事業年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

  リース取引は行っておりますが、１件当たりの 

金額が少額であるため、財務諸表等規則第８条 

の６第６項より、リース取引関係の注記は記載 

しておりません。 

 

 

 

 

 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側）

①リース物件の取得価額相当額、
  減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

工具器具備品
（千円）

合計 
（千円）

取得価額
相当額

5,613 5,613

減価償却
累計額 
相当額

1,029 1,029

期末残高
相当額

4,584 4,584

②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 1,078 千円

１年超 3,580

合計 4,658

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

 

 

 

 

 

支払リース料 1,126 千円

減価償却費相当額 1,029

支払利息相当額 171

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

・リース期間を耐用年数とし、残存価額 

 を零とする定額法によっております。 

利息相当額の算定方法 

・リース料総額とリース物件の取得価額 

 相当額の差額を利息相当額とし、各期 

 への配分方法については、利息法によって 

 おります。 

 



(税効果会計関係) 

  

 
  

  

  

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 繰延税金資産

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 繰延税金資産

 

未払事業税否認 16,042千円

賞与引当金否認 1,081

減価償却超過額 3,522

土地売却益 101,725

その他 5,436

繰延税金資産計 127,808

繰延税金資産の純額 127,808

 
 

未払事業税否認 5,028千円

賞与引当金否認 1,175

減価償却超過額 1,281

繰越欠損金 13,593

その他 946

繰延税金資産計 22,024

繰延税金資産の純額 22,024

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

          同左



(１株当たり情報) 

  

 
  

  (注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１株当たり純資産額 94,284円80銭

１株当たり当期純利益金額 1,096円77銭

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額

1,068円95銭

１株当たり純資産額 139,565円17銭

１株当たり当期純利益金額 3,799円60銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

3,792円95銭

当社は、平成17年４月22日付で株式１株につき５株の

株式分割を行っております。

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。

１株当たり純資産額 38,468円72銭

１株当たり当期純利益金額 6,932円73銭

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額

6,819円14銭

項 目
前事業年度

（平成18年２月28日）
当事業年度 

（平成19年２月28日）

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） ― 10,340,495

普通株式に係る純資産額 
（千円）

― 10,302,701

差額の主な内訳（千円）

 新株予約権 ― 37,794

普通株式の発行済株式数（株） ― 74,355

普通株式の自己株式数（株） ― 535

１株当たりの純資産額の算定に用いられた普通
株式の数（株）

― 73,820



２ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

 
  

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１株当たり当期純利益金額

 当期純利益(千円) 52,752 269,950

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ─

 普通株式に係る当期純利益(千円) 52,752 269,950

 期中平均株式数(株) 48,098 71,047

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

 当期純利益調整額(千円) ― ─

 普通株式増加数(株) 1,252 124.6

 (うち新株予約権) (1,252) (124.6)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式の概要

第３回新株予約権 

第５回新株予約権

第３回新株予約権 

第５回新株予約権 

第６回新株予約権 

第７回新株予約権



(重要な後発事象) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

(株式会社TOKYO Capitalの設立)

平成18年３月31日に株式会社TOKYO Capitalを資本金 

 50,000千円、当社の議決権比率100％で設立して 

 おります。

主要な事業内容は、プライベート・エクイティ事業 

 であります。

(株式会社みずほ銀行とのコミットメントライン契約の

締結)

平成18年３月29日付で、資金調達の機動性および 

 安定性を高めることを目的に株式会社みずほ銀行と 

 コミットメントライン契約を締結しております。

(1) 契約内容    使途を限定したコミットメント 

ライン

(2) 融資枠設定   13億円

(3) 契約期間    平成18年３月29日から10年間 

 

(シンジケーション方式によるコミットメントライン契

約の締結)

(1) 契約内容    シンジケーション方式による 

コミットメントライン

(2) 融資枠設定   16億円

(3) 契約期間    平成18年４月14日から５年間

(4) アレンジャー兼エージェント 

          株式会社みずほ銀行

(5) 参加金融機関  株式会社みずほ銀行 

          株式会社みずほ信託銀行 

          株式会社富士火災海上保険 

 

(ストックオプション制度の導入)

平成17年10月14日開催の臨時株主総会の決議に 

 基づき平成18年３月17日及び平成18年５月17日に 

 新株予約権を発行しております。

① 新株予約権の内容(平成18年３月17日)

新株予約権の数 860個

新株予約権の目的とな
る株式の種類及び数

普通株式 860株

(新株予約権１個につき

普通株式１個)

新株予約権の発行価額 無償

新株予約権の行使時の
払込価額

312,480円

新株予約権の行使期間
平成19年10月15日から 

平成27年10月14日まで



 
  

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

新株予約権の行使条件

(ⅰ)新株予約権者は権利行使

時においても、当社また

は子会社の取締役、監査

役、顧問もしくは従業員

の地位にあることを要

す。ただし、任期満了に

よる退任、社命による他

社への転籍、その他当社

が認める正当な理由があ

る場合にはこの限りでは

ない。

(ⅱ)新株予約権者が死亡した

場合は、相続人がその権

利を行使することができ

る。

(ⅲ)その他の行使の条件につ

いては、平成17年10月14

日の臨時株主総会の承認

および平成18年３月17日

開催の取締役会決議に基

づき、当社と新株予約権

者との間で締結する新株

予約権割当契約に定める

ところによる。

新株予約権の消却の 
事由及び条件

(ⅰ)新株予約権者が権利行使

する前に、上記に規定す

る条件を充たさなくなっ

た場合には、その新株予

約権については、無償で

消却することができる。

(ⅱ)当社が消滅会社となる合

併契約書が承認されたと

き、当社が完全子会社と

なる株式交換契約書承認

または株式移転承認議案

が株主総会で承認された

ときは、新株予約権は無

償で消却することができ

る。

有利な条件の内容

当社および当社の完全 

子会社の取締役、監査役 

および従業員に対して新株予

約権を無償で発行した。



 
  

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

② 新株予約権の内容(平成18年５月17日)

新株予約権の数 40個

新株予約権の目的とな
る株式の種類及び数

普通株式 40株 

(新株予約権１個につき
       普通株式１個)

新株予約権の発行価額 無償

新株予約権の行使時の
払込価額

338,100円

新株予約権の行使期間
平成19年10月15日から 

平成27年10月14日まで

新株予約権の行使条件

(ⅰ)新株予約権者は権利行使

時においても、当社また

は子会社の取締役、監査

役、顧問もしくは従業員

の地位にあることを要

す。ただし、任期満了に

よる退任、社命による他

社への転籍、その他当社

が認める正当な理由があ

る場合にはこの限りでは

ない。

(ⅱ)新株予約権者が死亡した

場合は、相続人がその権

利を行使することができ

る。

(ⅲ)その他の行使の条件につ

いては、平成17年10月14

日の臨時株主総会の承認

および平成18年５月17日

開催の取締役会決議に基

づき、当社と新株予約権

者との間で締結する新株

予約権割当契約に定める

ところによる。

新株予約権の消却の 
事由及び条件

(ⅰ)新株予約権者が権利行使

する前に、上記に規定す

る条件を充たさなくなっ

た場合には、その新株予

約権については、無償で

消却することができる。

(ⅱ)当社が消滅会社となる合

併契約書が承認されたと

き、当社が完全子会社と

なる株式交換契約書承認

または株式移転承認議案

が株主総会で承認された

ときは、新株予約権は無

償で消却することができ

る。

有利な条件の内容

当社および当社の完全子会

社の従業員に対して新株予約

権を無償で発行した。



前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

(第三者割当による新株式の発行)

平成18年５月１日開催の当社取締役会において、第三

者割当による新株式の発行に関し、下記のとおり決議い

たしました。概要は以下のとおりであります。

１ 新株式発行要領

(1) 発行新株式数 普通株式 14,500株

(2) 発行価額 １株につき金312,480円

(3) 発行価額の総額 4,530,960,000円

(4) 資本組入額 １株につき156,240円

(5) 資本組入額の総額 2,265,480,000円

(6) 申込期日 平成18年５月22日

(7) 払込期日 平成18年５月22日

(8) 配当起算日 平成18年３月１日

(9) 割当先及び株式数 MACバイアウト・ファンド

第１号投資事業有限責任 

組合      10,600株

セブンシーズホールディン

グス株式会社   3,900株

(10) 新株式の継続保有の取決めに関する事項

 当社は、新株の割当先との間において、割当 

 新株式を発行日から２年以内に譲渡する場合 

 にはその内容を当社に報告する旨の確約を 

 割当先から得ています。

(11) 前記各号については、証券取引法による届出の効

力発生を条件とします。

  (注) 発行価額の決定方法

新株１株当たりの発行価額は、平成18年４月

28日までの１ヶ月間の株式会社名古屋証券取引

所における当社出来高加重平均価格の平均値に

98.09％を乗じた金額といたしました。

 

 

２ 今回の増資による発行済株式総数の推移

期末現在の発行済株式総数 59,705株

増資による増加株式数 14,500株

増資後発行済株式総数 74,205株

(シンジケーション方式によるコミットメントライン 

契約の締結)

 平成19年３月30日付で、資金調達の機動性及び安全性

を高めることを目的に株式会社三菱東京UFJ銀行ほか２

行とシンジケーション方式によるコミットメントライン

契約を締結しております。

(1) 契約内容    シンジケーション方式による 

コミットメントライン

(2) 融資枠設定   16億円

(3) 契約期間    平成19年３月30日から 

平成24年３月31日まで

(4) アレンジャー兼エージェント 

株式会社三菱東京UFJ銀行

(5) 参加金融機関  株式会社三菱東京UFJ銀行 

日証金信託銀行株式会社 

株式会社第三銀行



前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

（株式会社リンク・ワンの株式取得並びに子会社化） 

 平成19年３月23日開催の取締役会において株式会社 

リンク・ワンの株式を取得し子会社化することを決議 

し、平成19年４月９日払込を実施いたしました。

(1) 取得する株式の会社の概要

 ① 商号：株式会社リンク・ワン 

 ② 所在地：東京都渋谷区桜丘町20番1号 

 ③ 事業内容：人材関連事業、ＦＣ・直営店関連事業 

 ④ 資本金：607,076千円 

 ⑤ 決算期：４月末日 

 ⑥ 事業規模（平成18年４月連結） 

   売上高：   4,022百万円 

   経常利益：   251百万円 

   当期純利益：   73百万円 

   総資産：     3,513百万円 

   純資産：     1,307百万円

(2) 株式取得の内容

 ①割当先 

  ＴＲＮコーポレーション株式会社 8,000株 

  ＴＣＶＰ４号投資事業組合    3,600株 

 ②所有株式数及び所有割合 

  異動前の所有株式数    0株 

  取得株式数     11,600株（65.61％） 

  異動後の所有株式数 11,600株（65.61％）

(3) 株式取得の目的

 リンク・ワンの財務体質強化を支援するとともに、

リンク・ワンの持つ「プロ店長派遣事業」をはじめと

した飲食店を対象とした人材サービス事業をグループ

内に持つことにより、サービスの向上を目指すもので

あります。



 
  

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

（持分法適用関連会社株式の売却）

 平成19年４月16日付で、当社の持分法適用関連会社で

あるトライゴン有限会社の持分を売却いたしました。そ

の概要は次のとおりであります。

（1）売却した持分法適用関連会社の概要

 ① 商号：トライゴン有限会社 

 ② 所在地：東京都渋谷区渋谷三丁目11番11号 

 ③ 事業内容：飲食店経営、 

        飲食店にまつわるコンサルティング 

 ④ 資本金：10百万円 

 ⑤ 決算期：４月末日 

 ⑥ 事業規模（平成18年４月期実績） 

   売上高：107百万円

(2) 持分売却の内容

 ①売却先 

   橋田 佳明氏 

 ②所有議決権数及び所有割合 

  異動前の所有議決権数  40個（20.0％） 

  異動後の所有議決権数   0個（ 0.0％）

(3) 持分売却の目的

 当初の出資の目的であるトライゴンの財務体質強化

の役割は終了したこと及び今後の当社とトライゴンの

事業上の連携を鑑みるに、トライゴンにおいてその代

表である橋田氏の強いリーダーシップが必要な時期に

来たものと判断したため、当社の全持分を橋田氏に譲

渡しました。



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

  

 
  

【有形固定資産等明細表】 

  

 
  

(注) 当期増加額及び当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

投資有価証券

 その他有価証券

メディアマーケティング 
システム㈱

1,258 100,640

イートアンド㈱ 6,800 31,600

インヴァスト証券㈱ 20 3,380

計 135,620

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高 
(千円)

有形固定資産

 建物 9,769 35,518 7,881 37,406 7,651 7,096 29,754

 車輌運搬具 6,543 ― ― 6,543 3,645 1,665 2,898

 工具器具備品 17,109 33,897 1,600 49,406 18,493 11,165 30,913

有形固定資産計 33,422 69,415 9,481 93,356 29,790 19,927 63,566

無形固定資産

 ソフトウェア 19,144 6,400 ― 25,545 16,115 4,537 9,429

無形固定資産計 19,144 6,400 ― 25,545 16,115 4,537 9,429

長期前払費用

 長期前払費用 2,989 1,311 2,989 1,311 205 1,212 1,106

長期前払費用計 2,989 1,311 2,989 1,311 205 1,212 1,106

  建 物 増加額(千円） 事務所移転のため増加 34,598

減少額(千円） 事務所移転のため除却 5,402



【引当金明細表】 

  

 
（注)１ 貸倒引当金の当期減少額（その他）は、洗替による戻入によるものであります。 

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 （注)１ 210,010 18 85 205,734 4,208

賞与引当金 2,657 2,888 2,657 ─ 2,888

役員賞与引当金 ― 12,500 ─ ─ 12,500



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 貯蔵品 

  

 
  

③ 関係会社短期貸付金 

  

 
  

④ 関係会社株式 

  

 
  

区分 金額(千円)

現金 1,099

預金

普通預金 668,615

定期預金 400,072

小計 1,068,687

合計 1,069,786

品目 金額(千円)

プリペイドカード他 292

合計 292

相手先 金額(千円)

店舗流通ネット㈱ 5,655,632

店舗サポートシステム㈱ 1,126,416

㈱レアルジール 5,648,582

㈱ＴＯＫＹＯ Ｃａｐｉｔａｌ 101,259

店舗プレミアム㈱ 643,719

合計 13,175,609

相手先 金額(千円)

店舗流通ネット㈱ 2,331,614

店舗サポートシステム㈱ 204,399

㈱レアルジール 10,000

㈱ＴＯＫＹＯ Ｃａｐｉｔａｌ 50,000

店舗プレミアム㈱ 100,000

ＴＯＫＹＯＣａｐｉｔａｌ１号投資事業有限責任組合 984,607

トライゴン㈲ 2,000

合計 3,682,621



⑤ 短期借入金 

  

 
  

⑥ 社債 

  

 
  

⑦ 長期借入金 

  

 
  

相手先 金額(千円)

㈱みずほ銀行 609,960

㈱りそな銀行 20,000

㈱横浜銀行 143,600

㈱千葉銀行 66,000

㈱三菱東京UFJ銀行 135,000

㈱三井住友銀行 125,000

商工組合中央金庫 100,000

富士火災海上保険㈱ 56,250

みずほ信託銀行㈱ 56,250

㈱東京スター銀行 3,000,000

合計 4,312,060

相手先 金額(千円)

第２回無担保社債 
(株式会社みずほ銀行保証付及び適格機関投資家限定)

180,000

第３回無担保社債 
(株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行保証付及び 
適格機関投資家限定)

180,000

合計 360,000

相手先 金額(千円)

㈱みずほ銀行 2,206,790

㈱りそな銀行 30,000

㈱横浜銀行 125,000

㈱千葉銀行 46,000

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 367,500

㈱三井住友銀行 312,500

商工組合中央金庫 300,000

富士火災海上保険㈱ 243,750

みずほ信託銀行㈱ 243,750

合計 3,875,290



(3) 【その他】 

重要な訴訟事件等 

・ワタミ株式会社 

同社は当社に対し、当社の業務委託型店舗の入居するビルの賃貸借契約に基づく未払賃料請求訴訟を

提起し、同訴訟の中で当社は同社に対し、当該ビルにおける崩落事故に基づく損害賠償請求権を有する

ことを主張して相殺を求めておりましたが、平成19年３月、裁判上の和解が成立し、本件は終了いたし

ました。 

  

・株式会社グローバルコーポレーション 

同社は当社子会社の店舗流通ネット株式会社に対し、平成19年１月、不動産コンサルティング契約に

基づく未払業務委託料約38,000千円の支払いを求める訴訟を提起しておりますが、同社には重大な債務

不履行があり、かつ業務が完了していないことから、当該業務委託料の支払義務を負わないものと考え

ております。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

株券の種類 １株券、５株券、10株券、50株券、100株券

剰余金の配当の基準日
２月末日
８月31日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都江東区東砂７丁目10番11号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都江東区東砂７丁目10番11号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所 ―

  株主名簿管理人 ―

  取次所 ―

  買取手数料 ―

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由により
電子公告による公告が出来ない場合には、日本経済新聞に掲載する。 
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり
です。 
 http://www.tenpo.biz/ir/e-public.html

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第６期(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日)平成18年５月29日関東財務局長に提

出。 

  

(2) 半期報告書 

事業年度 第７期中(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日)平成18年11月29日関東財務局長に

提出。 

  

(3) 有価証券届出書(第三者割当による増資)及びその添付書類 

平成18年５月１日関東財務局長に提出。 

  

(4) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４条（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書

を平成18年５月25日関東財務局長に提出。 

  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12条（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える

事象の発生）の規定に基づく臨時報告書を平成18年６月30日関東財務局長に提出。 

  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４条（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書

を平成18年10月11日関東財務局長に提出。 

  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３条（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告

書を平成19年４月11日関東財務局長に提出。 

  

(5) 自己株券買付状況報告書 

平成19年２月５日、平成19年３月６日、平成19年４月５日、平成19年５月７日関東財務局長に提出。 

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年５月26日

ＴＲＮコーポレーション株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているＴＲＮコーポレーション株式会社(旧社名 店舗流通ネット株式会社)の平成17年３月１日から平成18

年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金

計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ＴＲＮコーポレーション株式会社(旧社名 店舗流通ネット株式会社)及び連結子会社の平成18年２

月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  浜  田  正  継  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  荒  尾  泰  則  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年５月25日

ＴＲＮコーポレーション株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているＴＲＮコーポレーション株式会社の平成18年３月１日から平成19年２月28日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ＴＲＮコーポレーション株式会社及び連結子会社の平成19年２月28日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。 

 追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成19年４月９日に株式会社リンク・ワンの株式を取

得し子会社化している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  浜  田  正  継  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  荒  尾  泰  則  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年５月26日

ＴＲＮコーポレーション株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているＴＲＮコーポレーション株式会社(旧社名 店舗流通ネット株式会社)の平成17年３月１日から平成18

年２月28日までの第６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附

属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ＴＲＮコーポレーション株式会社(旧社名 店舗流通ネット株式会社)の平成18年２月28日現在の財政状

態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  浜  田  正  継  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  荒  尾  泰  則  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年５月25日

ＴＲＮコーポレーション株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているＴＲＮコーポレーション株式会社の平成18年３月１日から平成19年２月28日までの第７期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ＴＲＮコーポレーション株式会社の平成19年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年

度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成19年４月９日に株式会社リンク・ワンの株式を取

得し子会社化している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  浜  田  正  継  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  荒  尾  泰  則  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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